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第㸯章 策定ࡢ趣旨 

 

現在ࡢ水道事業おい࡚ࠊࡣ長期的視点を踏まえた戦略的࡞水道事業ࡢ計画を立案しࠊ

市民対し࡚事業ࡢ安定性や持続性を示し࡚いく責任ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいますࠋまたࠊ経営

上ࡢ事業計画を明確しࠊ財務状況を公表し࡚いくこࡀ重要さ࡚ࢀいますࠋ 

東海市水ࠊョンࠖを踏まえࢪ新水道ビࠕ厚生労働省ࠊࡣョンࠖࢪ東海市水道事業ビࠕ

道事業ࡢ将来向けた理想像を明確しࠊ今後取ࡾ組ࡴべࡁ方策を具体的示すこ

ࠊࡣあたっ࡚策定ࡢョンࢪ水道事業ビࠋします向けた指針安定供給ࡢ水道ࠊっ࡚ࡼ

投資対すࡿ試算し࡚ࠊアセットマネࢪメント手法を用いた施設整備ࡢ適正化を図ࠊࡾ

財源確保ࡢ方策し࡚ࠊ料金ࠊ企業債ࠊ繰入金等ࡢ財源構成を踏まえた経営戦略を作成

すࡿこࠊࡾࡼ水道事業経営ࡢ健全化を図ࡿこしますࠋ 

 

 

 

本市࡛ࠊࡣ上位࣭関連計画し 第ࠕ࡚ 6次東海市総合計画 ；ࠖ2014 ᖺ㸦ᖹ成 26 ᖺ㸧ࠕࠊ東

海市総合戦略 ；ࠖ2015 ᖺ㸦ᖹ成 27 ᖺ㸧を策定し࡚いますࠕࠋ東海市水道事業ビࢪョン ࠊࡣࠖ

総合計画おけࡿ都市ࡢ発展を目指しࠊ市民生活ࡢ安心安全を確保しࠊ将来向けた

持続可能࡞水道事業おけࡿマࢫタ࣮プランし࡚位置࡙けࠊ防災計画等ࡢ連携を図

 ࠋしますࡢࡶࡿ

㸯. 策定ࡢ背景 

㸰.ビࢪョンࡢ位置࡙け 
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第２章 水道事業の概要 

 

東海市水道事業は、1959 年（昭和 34 年）に上野町簡易水道事業として創設され、その

後 1969 年（昭和 44 年）に旧上野町と旧横須賀町の合併による市政施行を経て、1972 年

（昭和 47 年）に給水区域を市内全域に拡張しています。第一期拡張認可計画としては、

目標年度を 1980 年（昭和 55 年）、計画給水人口 123,800 人、計画一日最大給水量 74,300

ｍ3／日として事業を計画していました。現在、目標年度である 1980 年（昭和 55 年）を

経過していますが、給水人口と給水量が計画値に到達していないことから、認可変更を

必要としていません。 

 

水道事業の沿革 

名 称 
認 可 
年月日 

目標年度 

計 画 

給水人口（人） 
一人一日 

最大給水量 
（L/日・人） 

一日最大 
給水量 

（ｍ3/日） 

創 設 
1959 年 

（昭和 34 年） 
7 月 27 日 

1975 年 
（昭和 50 年） 

45,900 350 16,100 

第一期拡張 
1972 年 

（昭和 47 年） 
3 月 31 日 

1980 年 
（昭和 55 年） 

123,800 600 74,300  
 

１. 水道事業の沿革 
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本市では、自己水源による浄水施設はなく、愛知県水道用水供給事業より浄水の供給

を受けて、水道事業を運用管理しています。浄水の受水点となる重要施設としては、北

部に上野ポンプ場（東海第 2 供給点）、中部に東海ポンプ場（東海第 4 供給点）、南部に

加木屋ポンプ場（東海第 3 供給点）を配備し、配水ポンプによる加圧配水を実施してい

ます。 

各施設においては、機器等の状態を点検管理し、予防保全の視点により適正に更新を

実施しています。 

 

ポンプ場施設概要 

施設概要 
上野ポンプ場 

（東海第 2供給点） 

東海ポンプ場 

（東海第 4供給点） 

加木屋ポンプ場 

（東海第 3供給点） 

運用開始年 
1969 年 

（昭和 44 年） 

1978 年 

（昭和 53 年） 

1969 年 

（昭和 44 年） 

配水ポンプ能力 

φ200×φ150 

×5.3ｍ3/min 

φ250×φ200 

×9.5ｍ3/min 

φ200 

×5.0ｍ3/min 

30m×37kw INV-5 台 

（予備 1） 

35m×75kw INV-5 台 

（予備 1） 

25m×37kw INV-4 台 

（予備 1） 

時間配水量 1,272 ｍ3/h 2,280 ｍ3/h 900 ｍ3/h 

配水池容量 

3,000 ｍ3 5,000 ｍ3 2,000 ｍ3 

2,000 ｍ3 6,900 ｍ3 1,750 ｍ3 

計 5,000 ｍ3 11,900 ｍ3 3,750 ｍ3 

 

  

上野ポンプ場 2,000 ｍ3 配水池 東海ポンプ場 6,900 ｍ3 配水池 

  

２. 施設の状況 
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構造物・施設取得年度一覧（竣工年度） 

加木屋ポ
ン  

 

1965 昭和 40年  

  

1970 昭和 45年 

   

1975 昭和 50年 

   

1995 平成 7年 

   

2005 平成 17年 

  
 

2010 平成 22年 

  
 

2015 平成 27年 

  
 

  

上野ポンプ場 東海ポンプ場 加木屋ポンプ場 

1968（昭和43年） 

1969（昭和44年） 

ポンプ室 
RC 配水池 2,000ｍ3 
RC 配水池 1,750ｍ3 

管理棟 

ポンプ室 
RC 配水池 3,000ｍ3 
 

1970（昭和45年） 

管理棟 
RC1 系配水池 5,000ｍ3 

1975（昭和50年） 

ポンプ設備 
電気計装設備 

1998（平成10年） 

ポンプ設備 
電気計装設備 
自家発電設備 
受変電設備 

2009（平成21年） 

2012（平成24年） 

2011（平成23年） 

ポンプ設備 
電気計装設備 
 

電気計装設備 
PC 配水池 
2,000ｍ3 

RC1 系 1 号配水池 2,500ｍ3 
耐震補強 

RC1 系 2 号配水池 2,500ｍ3 
耐震補強 

2013（平成25年） 

2011（平成23年） 

PC3 系配水池 6,900ｍ3 
受変電設備 
自家発電設備 

管理棟 

2015（平成27年） 

2016（平成28年） 

2015（平成27年） 
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(1) 管路の管種・口径別延長 

本市の配水管は、上野町簡易水道事業として創設時に整備され、1969 年（昭和 44 年）

に横須賀町簡易水道事業を合併し、1972 年（昭和 47 年）に 1期拡張事業として順次整備

されています。 

本市の管路は、2017 年度（平成 29 年度）末現在の総延長（口径 75ｍｍ以上）は 450.7km

となっており、鋳鉄管が全体の 55％を占めています。口径 100ｍｍ以下では硬質塩化ビ

ニール管を採用していましたが、2015 年（平成 27 年）から耐震性や施工性を考慮し、水

道配水用ポリエチレン管に切り替えています。 

管路の管種・口径別延長を以下に示します。 

 

配水管総延長表 （m） 

管種 
口径 

石綿 
セメント管 

鋳鉄管 鋼  管 ビニール管 ポリエチレン管 計 

800mm 0.00 836.05 72.63 0.00 0.00 908.68 

700mm 0.00 1,188.09 0.00 0.00 0.00 1,188.09 

600mm 0.00 854.42 44.12 0.00 0.00 898.54 

450mm 0.00 1,807.41 360.76 0.00 0.00 2,168.17 

400mm 0.00 7,767.52 253.98 0.00 0.00 8,021.50 

350mm 0.00 4,779.10 64.40 0.00 0.00 4,843.50 

300mm 0.00 20,089.25 301.50 0.00 30.50 20,421.25 

250mm 0.00 26,787.62 338.10 0.00 74.10 27,199.82 

200mm 16.00 47,090.26 768.90 0.00 757.60 48,632.76 

150mm 0.00 64,319.09 1,269.80 5,240.91 2,289.50 73,119.30 

125mm 0.00 0.00 665.40 1,297.30 0.00 1,962.70 

100mm 0.00 48,193.54 1,529.10 78,055.01 4,089.00 131,866.65 

 75mm 0.00 23,704.05 958.60 100,3090.49 4,449.50 129,421.64 

計 16.00 247,416.40 6,627.29 184,902.71 11,690.20 450,652.60 

※2017（H29）年度末現在 

  

３. 管路の状況 
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1957(S32) 1967(S42) 1977(S52) 1987(S62) 1997(H9) 2007(H19)

布設延長（ｍ） 配水管年度別布設延長

配水支管 配水本管

(年度)

2016(H28) 

(2) 管路の布設年度 

管路の布設年度別延長は、老朽管の更新事業を進めたことにより、1984 年（昭和 59

年）までの管路延長が比較的少なくなっています。 

一方、1985 年（昭和 60年）以降は、市街地整備と共に布設延長が増加しており、年間

12km 程度の管路資産を有しています。特に、1992 年（平成 4 年）から 2002 年（平成 14

年）までは年間 20km 前後の管路整備をしており、将来的にはこれらの管路が同時に更新

時期を迎えることとなり、多額の投資が必要になることが予測されます。 

布設年度別延長（アセットマネジメント様式 2-2）を以下に示します。 

 

アセットマネジメント様式 2-2 布設年度別延長（配水管） 

 

40年経過 

管路 

今後10年で更新対象 

となる管路 

（更新期間60年） 
今後10年で更新 
対象となる管路 

60 年 
経過 
管路 
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配水本管管種別・年度別布設延長 

 

 

配水支管管種別・年度別布設延長 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1957(S32) 1967(S42) 1977(S52) 1987(S62) 1997(H9) 2007(H19)

布設延長（ｍ）

（年度）

配水本管 ダクタイル一般継手

配水本管 ダクタイル耐震継手

配水本管 ダクタイルK型継手

配水本管 ポリエチレン管

配水本管 鋼管

配水本管 石綿

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1957(S32) 1967(S42) 1977(S52) 1987(S62) 1997(H9) 2007(H19)

布設延長（ｍ）

（年度）

配水支管 ダクタイル一般継手

配水支管 ダクタイル耐震継手

配水支管 ポリエチレン管

配水支管 鋼管

配水支管 硬質塩化ビニル管

配水支管 石綿

2016(H28) 

2016(H28) 
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(3) 基幹管路 

一般的に基幹管路は、導水管、送水管及び配水本管（給水分岐のない配水管）と定義

されています。本市においては、φ250 以上の管路に対し給水を分岐しない方針としてい

ることから、φ250 以上の管路が配水本管として定義されます。しかしながら、基幹管路

を口径による配水本管の定義で分類すると、将来的に口径縮小可能な老朽管を含むこと

となり、更新整備の優先度に不都合が発生します。さらに、φ250 以下でも地区配水に必

要な管路が、整備の優先度から除外されることとなり、基幹管路として管網を整備する

上で不合理な状態が発生します。よって、一般的な基幹管路の定義にこだわらず、配水

に重要な役割を果たす管路を「基幹管路」として選定します。 

 

基幹管路の延長を以下に示します。 

また、『基幹管路図』を次ページに示します。 

 

基幹管路延長                                （ｍ） 

配水区 

管路延長（実績） 
計画管路 

延長 

基幹管路 

総延長 耐震管 

（耐震継手） 
耐震適合管 非耐震 合 計 

上野 3,564.5 9,057.9 7,464.5 20,086.9 462.3 20,549.2 

東海 6,004.3 8,602.1 16,119.0 30,725.4 4,448.8 35,174.2 

加木屋 8,524.1 1,821.7 3,706.9 14,052.7 1,148.1 15,200.8 

合計 18,092.9 19,481.7 27,290.4 64,865.0 6,059.2 70,924.2 

※2016（H28）年度末現在 
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(1) 組織体制 

東海市水道事業の組織体制を以下に示します。 

 

組織図 

2018 年（平成 30 年）4月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 年齢構成 

職員の年齢構成を以下に示します。 

本市の水道事業職員は 15 人であり、全体の半数に当たる 8 人が 40 代以上で構成され

ています。 

 

職員年齢構成 

※2018 年（平成 30 年）4 月 1 日現在 

  

４. 運営体制 

水道事業職員 

15 人 

20 代 
5 人 

30 代 
2 人 

40 代 
4 人 

50 代 
4 人 

次長兼 
経営課長 

次 長 部 長 経営課 課 長 料金グループ       4 人 

経理・庶務グループ    3 人 

（水道事業職員） 

給配水グループ      5 人 課 長 水道課 
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本市の水道料金は、基本料金と従量料金の二部料金制としており、量水器（水道メー

ター）の口径と使用水量に応じた料金体系を採用しています。また 2009 年（平成 21 年）

3 月に料金改定を実施して以降、消費税の変更を除き、9 年間料金の改定を実施していま

せん。 

 

水道料金（10 円未満切り捨て）=基本料金（口径別）＋従量料金（使用水量） 

 

水道料金表（税抜） 

区 分 

基本料金 従量料金 

メーターの 

口径 

1 か月の 

料金 

1 か月の 

使用水量 

1 立法メートル 

当りの料金 

専用給水装置 

 13 mm 500 円  5 立方メートルまで 58 円 

 20 mm 700 円  6 立方メートルから 

10 立方メートルまで 
62 円 

 25 mm 3,290 円 

 30 mm 5,980 円 11 立方メートルから 

20 立方メートルまで 
100 円 

 40 mm 8,990 円 

 50 mm 14,100 円 21 立方メートルから 

30 立方メートルまで 
141 円 

 75 mm 32,900 円 

100 mm 53,400 円 31 立方メートルから 

50 立方メートルまで 
182 円 

125 mm 65,000 円 

150 mm 80,500 円 
51 立方メートル以上 217 円 

200 mm 177,100 円 

共用給水装置 

（1戸につき） 

 500 円 1 か月の使用水量を契約戸数で除して得た量（1立方

メートル未満の端数があるときは、その端数を四捨

五入します。）を専用給水装置の従量料金により算定

し、その額に契約戸数を乗じて得た額です。 

臨時使用又は一時使用の場合は、1立方メートルにつき 435 円とします。 

備 考：水道の使用日数が 1か月のうち 15 日未満の場合は、基本料金が「1か月の料金」の 2分の 1です。 

  

５. 水道料金 
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(1) 財政状況 

東海市水道事業の財政状況を以下に示します。  
【収益的収支】 

2013 年度（平成 25 年度）までは、支出が収入を上回る赤字の年もありましたが、2014

年度（平成 26 年度）から地方公営企業会計制度の見直しが実施され、長期前受金戻入を

収益化したことにより、黒字経営を継続しています。 

  
【資本的収支】 

資本的収支としては、毎年 3～11 億円を収入の支出に対する不足分として、留保資金

（減価償却費の積立）などにより補てんしています。 

 

1,844 1,813 
1,714 1,713 1,706 1,712 1,711 1,689 1,705 1,715 

78 87 
102 98 104 88 82 

410 409 417 

885 878 858 860 846 846 843 838 838 831 

559 547 549 585 590 621 672 654 
815 

690 

389 399 379 373 359 361 347 370 

352 
397 

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

2007

(H19)

2008

(H20)

2009

(H21)

2010

(H22)

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

（百万円）

給水収益 その他収益 受水費 減価償却費・資産減耗費 その他費用 (年度)

284 344 254 324 284 302 364 233 191 415 642 962 777 952 1,251 820 952 692 1,325 1,133 
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2007(H19) 2008(H20) 2009(H21) 2010(H22) 2011(H23) 2012(H24) 2013(H25) 2014(H26) 2015(H27) 2016(H28)
（百万円）

資本的収入 資本的支出
(年度)

６. 経営状況 
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(2) 経営比較分析表 

経常収支比率及び料金回収率は、近年 100％を上回っており、また累積欠損金の発生が

ないことから、健全な事業運営を継続しています。 

企業債残高対給水収益比率は、2016 年度（平成 28 年度）に 40％と年々減少しており、

企業債に頼らない経営に取り組んでいます。 

しかしながら、東海ポンプ場を始めとする配水施設の更新に必要な建設改良費の資金

を支出したことにより、流動資産が減少し流動比率は減少傾向にあり、類似団体平均値

より低い値を示しています。今後も施設更新が続くことで、流動比率の減少傾向は続く

と考えられますが、流動比率は 190％を超えており、短期的な債務に対する支払能力は十

分に確保していると考えられます。  
 

「経常損益」 

 

 

「支払能力」 

 
「累積欠損」 

 

 
「責務残高」 

 

 

 

 

  

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 98.73 96.53 113.02 104.91 111.32

平均値 107.91 108.44 113.11 114.00 114.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

①経営収支比率（％）
【114.35】

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 341.74 256.99 259.44 211.52 190.28

平均値 633.31 648.09 344.19 352.05 349.04

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

③流動比率（％）
【262.87】

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.58 0.81 0.00 0.03 0.23

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

②累計欠損金比率（％）
【0.79】

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 54.30 50.63 47.63 43.89 40.29

平均値 257.41 253.86 252.09 250.76 254.54

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

④企業債残高対給水収益比率（％）
【270.87】

グラフ凡例 

■ 当該団体値（当該値） 
－ 類似団体平均値（平均値） 
【】平成 28 年度全国平均 
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「料金水準の適正」 

 

 
「費用の効率性」 

  
(3) これまでの主な経営健全化の取組み 

これまで経営健全化に向けた経費削減の方策として、以下の取組みをしています。 

 

経営健全化に向けた取組み 

取組み 年度 内容 

検針の一部外部委託 
1982 年～ 

（昭和 57 年） 
検針業務を一部外部委託することにより経費削減 

ポンプ場包括管理委託 
2018 年～ 

（平成 30 年） 

ポンプ場を直営から業者に包括委託をすることにより、 

700 万円/年の経費削減 

経営部門統合 
2018 年～ 

（平成 30 年） 
水道課と下水道課の経営部門を統合した経営課を創設  

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 93.92 92.12 110.05 101.09 108.55

平均値 100.16 100.07 106.22 106.69 106.52

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

⑤料金回収率（％）
【105.59】

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 152.73 155.24 129.57 141.48 131.68

平均値 166.17 164.93 155.23 154.92 155.80

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

⑥給水原価（円）
【163.27】

グラフ凡例 

■ 当該団体値（当該値） 
－ 類似団体平均値（平均値） 
【】平成 28 年度全国平均 
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第㸱章 水需要ࡢ見通し 

 

水㐨ࡢ基ᮏ的計⏬必要࡞給水人ཱྀ給水㔞ࡢ実績ࢆ検証しࠊ将来࠾けࡿ水需要ࡢ

予測ࡿࡍࢆこࠊࡾࡼ適正࡞水㐨業ࡢ計⏬ࢆ推進しまࠋࡍ 

(1) 給水人ཱྀࡢ実績 

ᮏ市࡛1960ࠊࡣ ᖺ代ࡢ鉄鋼業ࢆ中心した企業ࡢ進出ࡿࡼ都市ࡢ発展ࡶ人ཱྀ

交ࠊ整備やࡢఫ宅地ࡿࡼ土地区⏬整理業等ࠊࡣい࡚࠾近ᖺࠋましたࡁ増加し࡚ࡀ

通ࡢ要࡛あࡿ太田川駅周辺ࡢ連⥆立体交差業࠾い࡚交通ࡢ利便性ࡀ向ୖしたこ

2017ࠊࡾ࠾増加し࡚ࡣし࡚人ཱྀ通勤圏ࡢ名ྂ屋市ࠊࡾࡼ ᖺ度㸦ᖹ成 29 ᖺ度㸧ᮎ࠾

い࡚ࠊࡣ行政区域内人ཱྀ 114,511 人ࠊ給水人ཱྀ 114,411 人ࢆ示し࡚いまࠋࡍ 

10 ᖺ間ࡢ給水人ཱྀࡢ推移ࢆ以ୗ示しまࠋࡍ  
給水人口の実績 

 
 

 

実 績㸦ᖺ度㸧

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015 
(H27) 

2016 
(H28) 

2017
(H29)

人 

口 

行政区域内人口㸦人㸧 106,845 107,657 108,142 109,206 110,385 111,256 112,146 112,681 113,727 114,170 114,511

給水人口㸦人㸧 106,745 107,557 108,042 109,106 110,285 111,156 112,046 112,581 113,627 114,070 114,411

世 
帯 
数 

給水戸数㸦戸㸧 46,029 46,481 46,316 46,311 47,175 47,845 48,499 48,950 49,681 50,262 50,736

106,845 107,657 108,142 
109,206 110,385 

111,256 112,146 
112,681 113,727 

114,170 114,511 

106,745 
107,557 108,042 

109,106 
110,285 

111,156 
112,046 112,581 

113,627 114,070 114,411 
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(H28)

2017
(H29)

㸦人㸧

行政区域内人口㸦人㸧 給水人口㸦人㸧 (ᖺ度)

㸯. 給水人ཱྀ給水㔞 
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(2) 給水㔞ࡢ実績 

過去 10 ᖺ間࠾けࡿ一日ᖹ均給水㔞ࡣ 35,000ｍ3 程度࡛推移し࡚ࠊࡾ࠾人ཱྀ増対し

࡚水需要ࡢ変ࡀ少࡞い状況ࢆ示し࡚いまࠋࡍまたࠊ一日最大給水㔞2013ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ

成 25 ᖺ度㸧 40,471ｍ3/日㐩しましたࠊࡀ近ᖺࡣ 38,000ｍ3/日前後࡛推移し࡚いま

  ࠋࡍ

10 ᖺ間ࡢ給水㔞ࡢ推移ࢆ以ୗ示しまࠋࡍ  
給水㔞の実績 

 
 

 

実 績 㸦ᖺ度㸧 
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(H24)
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2015 
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2016 
(H28) 

2017
(H29)

給
水
㔞 

一日ᖹ均給水㔞㸦ｍ3㸧 35,946 35,354 34,484 34,717 34,675 35,209 35,432 35,041 34,947 34,512 34,754 

一日最大給水㔞㸦ｍ3㸧 39,986 40,272 38,170 38,907 39,478 39,669 40,471 38,270 39,105 37,853 38,777 

  

35,946 35,354 
34,484 34,717 34,675 

35,209 35,432 35,041 34,947 34,512 34,754 

39,986 40,272 
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(1) 配水区別人ཱྀ 

࠙ୖ㔝配水区ࠚ 

ୖ㔝配水区ࠊࡣ市ࡢ部置し西側工業地帯ࠊ中央部東側ࡣఫ宅地ࡀ広ࡀっ

࡚いまࠋࡍ配水区内ࠊࡣ渡内࣭荒尾第࣭名和寺ᚨ࣭名和南部西ࡢ 4 箇所ࡢ区⏬整理

業ࡀ完了したこࠊࡾࡼ人ཱྀ࣭世帯数ࡶ増加し࡚いま1ࠊࡀࡍ 世帯あたࡢࡾ世帯

人員ࡣ 2018 ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧 2.35 人ࢆ示し࡚いまࠋࡍ 

 

࠙東海配水区ࠚ 

東海配水区ࠊࡣ市ࡢ中心部置しࠊ市役所࡞公共施設やఫ居࣭商業地区ࡀ多く集

まࡿ地区࡛ࠋࡍ都市拠点࡛あࡿ太田川駅周辺࡛ࠊࡣ連⥆立体交差業あわࡏ土地区⏬

整理業ࡀ進ࠊࢀࡽࡵ配水区内ࡢ人ཱྀࡣ増加し࡚いまࠊࡀࡍ他配水区比緩や࡞傾

向ࢆ示し࡚いまࠋࡍ人ཱྀ推移ࡢ特ᚩし࡚ࠊࡣ区⏬整理後ࡢ地区࡛あࡿ大田⏫࣭富貴ノ

台࡛増加ࡀ目立ちࠊ旧市街地࡛ࡣ減少傾向ࢆ示し࡚いまࠋࡍまたࠊ世帯数ࡣ増加し࡚い

ま1ࠊࡀࡍ 世帯あたࡢࡾ世帯人員ࡣ 2018 ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧 2.19 人ࢆ示しࠊ核家族

ࡀ進࡛ࢇいࡢࡶࡿ考えࢀࡽまࠋࡍ 

 

࠙加木屋配水区ࠚ 

加木屋配水区ࠊࡣ市南部置

しࠊ南加木屋駅ࢆ中心ఫ宅地ࡀ

形成さ࡚ࢀいまࠋࡍ西側地区ࡣ緑

地ࡀ多くࠊ旧市街地࡛あࡿ県㐨沿

いఫ宅ࡀ密集し࡚いまࠋࡍ東側

地区ࠊࡣ丘陵地ࢆ利用した大規模

宅地造成や旧社宅跡地ࢆ利用した

宅地開発ࡀ実施さࠊࡾ࠾࡚ࢀ加木

屋配水区ࡢ人ཱྀ増加ࡢ要因考え

世帯人員ࡢࡾ1世帯あたࠋࡍまࢀࡽ

2018ࠊ比較的多くࡣ中࡛ࡢᮏ市ࠊࡣ

ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧 2.47 人ࢆ

示し࡚いまࠋࡍ 

  

㸰. 配水区別給水人ཱྀ配水㔞 
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上㔝配水区人口と世帯数推移㸦現況配水区㸧 

  
㸦ᖺ度㸧 新宝町 南柴田町 名和町 浅山 荒尾町 

合計 

㸦人㸧 
※割合 

人 

口 

2009(H21)  0 190 19,655 23 8,845 28,713 100.0％

2010(H22) 0 182 19,773 22 8,866 28,843 100.5％

2011(H23) 0 189 19,889 23 8,937 29,038 101.1％

2012(H24) 0 191 20,287 22 9,053 29,553 102.9％

2013(H25) 1 182 20,560 25 9,240 30,008 104.5％

2014(H26) 2 181 20,709 25 9,338 30,255 105.4％

2015(H27) 1 175 20,774 22 9,427 30,399 105.9％

2016(H28) 1 178 20,898 21 9,469 30,567 106.5％

2017(H29) 0 176 21,007 24 9,534 30,741 107.1％

2018(H30) 0 185 21,018 22 9,559 30,784 107.2％
   
  ※割合ࡣ 2009㸦H21㸧ᖺࢆ   した割合100％

 新宝町 南柴田町 名和町 浅山 荒尾町 
合計 

㸦戸㸧 
世帯人員

世 

帯 

数 

2009(H21)  0 77 7,926 8 3,422 11,433 2.51 人

2010(H22) 0 74 8,022 7 3,447 11,550 2.50 人

2011(H23) 0 77 8,067 8 3,508 11,660 2.49 人

2012(H24) 0 76 8,287 8 3,581 11,952 2.47 人

2013(H25) 1 70 8,429 8 3,685 12,193 2.46 人

2014(H26) 2 70 8,539 8 3,753 12,372 2.45 人

2015(H27) 1 68 8,668 8 3,842 12,587 2.42 人

2016(H28) 1 75 8,843 9 3,874 12,802 2.39 人

2017(H29) 0 76 8,948 11 3,939 12,974 2.37 人

2018(H30) 0 83 9,034 10 3,998 13,125 2.35 人
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東海配水区人口と世帯数推移㸦現況配水区㸧 

 
 

㸦ᖺ度㸧 荒尾町 東海町 
富貴 

ノ台 

富木

島町
中央町 大田町

高横須

賀町

横須

賀町
元浜町 養父町

加木 

屋町 

合計 

㸦人㸧 
※割合

人 

口 

2009(H21)  5,815 1,801 5,071 19,442 2,051 4,708 6,440 1,817 580 3,985 1,630 53,340 100.0％

2010(H22) 5,789 1,778 5,068 19,655 2,142 4,838 6,533 1,823 583 3,994 1,651 53,854 101.0％

2011(H23) 5,732 1,935 5,088 20,121 2,131 4,919 6,612 1,768 545 3,933 1,598 54,382 102.0％

2012(H24) 5,607 1,903 5,086 20,502 2,115 5,198 6,529 1,778 516 3,879 1,609 54,722 102.6％

2013(H25) 5,492 1,936 5,077 20,476 2,077 5,260 6,517 1,827 480 3,918 1,636 54,696 102.5％

2014(H26) 5,552 1,923 5,140 20,621 2,041 5,285 6,656 1,885 446 3,890 1,622 55,061 103.2％

2015(H27) 5,486 2,006 5,200 20,511 2,075 5,438 6,638 1,899 447 3,898 1,623 55,221 103.5％

2016(H28) 5,460 2,003 5,209 20,679 2,095 5,760 6,737 1,937 456 3,879 1,644 55,859 104.7％

2017(H29) 5,359 2,046 5,208 20,578 2,120 6,071 6,753 1,899 479 3,870 1,644 56,027 105.0％

2018(H30) 5,328 2,126 5,258 20,522 2,104 6,218 6,663 1,881 445 3,929 1,656 56,130 105.2％

   
  ※割合ࡣ 2009㸦H21㸧ᖺࢆ   した割合100％

 
荒尾町 東海町 

富貴 

ノ台 

富木

島町
中央町 大田町

高横須

賀町

横須

賀町
元浜町 養父町

加木 

屋町 

合計 

㸦戸㸧 

世帯 

人員 

世 

帯 

数 

2009(H21)  2,411 877 1,909 8,387 887 1,947 2,731 824 438 1,621 634 22,666 2.35 人

2010(H22) 2,472 868 1,919 8,584 942 2,014 2,809 829 443 1,628 652 23,160 2.33 人

2011(H23) 2,462 983 1,921 8,812 942 2,048 2,875 808 426 1,623 631 23,531 2.31 人

2012(H24) 2,433 961 1,924 9,024 933 2,160 2,860 827 407 1,620 651 23,800 2.30 人

2013(H25) 2,399 979 1,956 9,100 916 2,180 2,885 868 391 1,639 667 23,980 2.28 人

2014(H26) 2,451 976 1,992 9,228 900 2,219 2,961 910 374 1,643 671 24,325 2.26 人

2015(H27) 2,453 1,036 2,034 9,190 917 2,298 2,966 910 387 1,663 688 24,542 2.25 人

2016(H28) 2,455 1,060 2,087 9,338 934 2,470 3,039 951 394 1,675 701 25,104 2.23 人

2017(H29) 2,428 1,096 2,121 9,326 960 2,664 3,081 931 421 1,694 707 25,429 2.20 人

2018(H30) 2,454 1,149 2,162 9,386 957 2,726 3,078 933 391 1,732 718 25,686 2.19 人
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東海配水区人口と世帯数推移

世帯数

人口



―東海市水道事業ビジョン― 

21 

加木屋配水区人口と世帯数推移㸦現況配水区㸧 

 
 

   
  ※割合ࡣ 2009㸦H21㸧ᖺࢆ   した割合100％
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9,500
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27,500
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2009
(H21) 

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

世帯数；世帯人口；人

(ᖺ度)

加木屋配水区人口と世帯数推移

世帯数

人口

㸦ᖺ度㸧 中ノ池 養父町 大田町 高横須賀町 加木屋町
合計 

㸦人㸧 
※割合 

人 

口 

2009(H21)  2,863 3 436 1,182 21,120 25,604 100.0％

2010(H22) 2,828 4 424 1,200 20,989 25,445 99.4％

2011(H23) 2,793 5 416 1,199 21,373 25,786 100.7％

2012(H24) 2,737 5 411 1,200 21,757 26,110 102.0％

2013(H25) 2,738 5 406 1,198 22,205 26,552 103.7％

2014(H26) 2,709 5 406 1,189 22,521 26,830 104.8％

2015(H27) 2,705 7 394 1,157 22,798 27,061 105.7％

2016(H28) 2,704 4 390 1,167 23,036 27,301 106.6％

2017(H29) 2,691 7 383 1,156 23,165 27,402 107.0％

2018(H30) 2,692 7 374 1,163 23,361 27,597 107.8％

 
中ノ池 養父町 大田町 高横須賀町 加木屋町

合計 

㸦戸㸧 
世帯人員

世 

帯 

数 

2009(H21)  1,101 1 190 493 8,116 9,901 2.59 人

2010(H22) 1,095 1 187 487 8,000 9,770 2.60 人

2011(H23) 1,103 2 189 492 8,227 10,013 2.58 人

2012(H24) 1,096 2 196 495 8,384 10,173 2.57 人

2013(H25) 1,111 2 195 485 8,649 10,442 2.54 人

2014(H26) 1,113 2 194 470 8,832 10,611 2.53 人

2015(H27) 1,118 2 189 462 8,961 10,732 2.52 人

2016(H28) 1,126 1 184 465 9,105 10,881 2.51 人

2017(H29) 1,121 2 180 465 9,232 11,000 2.49 人

2018(H30) 1,136 2 179 476 9,387 11,180 2.47 人
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(2) 配水区別配水㔞 

࠙ୖ㔝配水区ࠚ 

日ᖹ均配水㔞ࠊࡣ夏季若ᖸ多くࡾ࡞まࠊࡀࡍ᭶変ࡣ緩や࡞傾向ࢆ示し࡚いまࠋࡍ 

日最大配水㔞ࡀ出現ࡿࡍ᭶ࠊࡣᖺࡾࡼ異10,600ࠊࡾ࡞ｍ3/日程度ࢆ示し࡚いまࠋࡍ

2016 ᖺ度㸦ᖹ成 28 ᖺ度㸧ࠊࡣ日ᖹ均配水㔞日最大配水㔞ࠊࡀ他ࡢᖺ比較しపく推移

し࡚いまࠋࡍ 

 

上㔝配水区日ᖹ均配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺᖹ均

2013(H25) 9,514 9,722 9,803 10,169 10,032 9,760 9,539 9,564 9,684 9,555 9,593 9,384 9,693

2014(H26) 9,364 9,481 9,817 9,862 9,291 9,651 9,345 9,457 9,510 9,265 9,269 9,187 9,458

2015(H27) 9,377 9,412 9,336 9,650 9,553 9,236 9,242 9,208 9,049 8,759 8,903 8,844 9,214

2016(H28) 8,713 8,816 8,816 9,268 9,061 8,951 9,162 9,031 9,100 9,115 9,067 8,997 9,008

2017(H29) 8,940 9,166 9,284 9,727 9,394 9,279 9,298 9,415 9,419 9,214 9,384 9,268 9,316

 

 
 

上㔝配水区日最大配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺ最大

2013(H25) 10,178 11,179 10,723 10,986 10,819 10,226 10,204 10,014 9,980 10,242 10,071 10,032 11,179

2014(H26) 9,945 10,162 10,962 10,641 10,439 10,165 9,856 10,142 10,099 10,095 9,788 9,575 10,962

2015(H27) 10,154 10,335 10,013 10,575 10,486 10,109 9,913 10,107 10,380 9,627 9,405 9,292 10,575

2016(H28) 9,237 9,532 9,519 10,001 9,659 9,677 9,629 9,439 9,657 9,971 10,042 9,376 10,042

2017(H29) 9,409 10,176 9,928 10,427 10,269 9,935 10,656 9,890 9,998 10,196 9,714 9,819 10,656
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࠙東海配水区ࠚ  

日ᖹ均配水㔞ࠊࡣ例ᖺ 1 ᭶ࡽ 4᭶け࡚少࡞く6࣭7ࠊ ᭶多くࡾ࡞ 18,000ｍ3/日

通し࡚ࢆ5ᖺ間ࠊࡣᖺᖹ均配水㔞ࠋࡍ超え࡚いまࢆ 17,700ｍ3/日程度ࢆ示し࡚いまࠋࡍ 

日最大配水㔞ࠊࡣ毎ᖺ夏季 20,000ｍ3/日程度ࢆ示しࠊ夏季多く冬期少࡞い季節

変ࢆ示し࡚いまࠋࡍ 

 

東海配水区日ᖹ均配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺᖹ均

2013(H25) 17,375 17,770 18,542 18,532 17,922 17,667 18,626 17,576 17,905 17,012 17,096 17,015 17,753

2014(H26) 17,167 17,660 18,225 17,220 17,691 18,344 17,768 17,772 17,888 17,251 17,495 17,424 17,659

2015(H27) 17,541 17,593 17,609 18,443 17,998 17,707 18,283 17,986 17,835 17,309 17,450 17,407 17,763

2016(H28) 17,408 17,516 17,885 18,319 18,098 17,763 17,780 17,764 17,835 17,237 17,344 17,409 17,697

2017(H29) 17,391 17,686 17,765 18,246 17,681 17,720 17,424 18,149 18,230 17,500 17,751 17,714 17,771

 

 
 

東海配水区日最大配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺ最大

2013(H25) 18,380 18,860 18,810 19,820 19,100 18,550 18,370 18,140 18,440 17,910 17,720 17,570 19,820

2014(H26) 17,970 18,390 19,120 19,730 19,630 19,110 18,600 18,650 18,430 18,010 18,070 18,170 19,730

2015(H27) 18,350 19,020 18,790 20,120 19,880 18,500 19,110 18,790 18,410 18,570 18,090 17,990 20,120

2016(H28) 18,140 18,450 19,690 19,620 18,900 18,630 18,520 18,350 18,430 18,170 17,950 18,120 19,690

2017(H29) 18,090 18,550 18,780 20,750 21,010 18,970 18,570 18,810 18,740 18,390 18,260 18,430 21,010

 

 
※2017㸦H29㸧ᖺ 7᭶࣭8᭶ࡣ管路故ࡿࡼ  
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࠙加木屋配水区ࠚ  

日ᖹ均配水㔞ࠊࡣ各ᖺࡶ᭶別変ࡀ少࡞く7,300ࠊｍ3/日程度ࢆ示し࡚ࠊࡾ࠾生活

用水ࡢ占ࡿࡵ割合ࡀ高いこࡀ推測さࢀまࠋࡍ 

日最大配水㔞2014ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 26 ᖺ度㸧ࡢ 9,600ｍ3/日ࢆ除ࡁ 8,300ｍ3/日程度࡛

推移し࡚ࠊࡾ࠾各ᖺࡾࡼ発生᭶ࡀ異ࡾ࡞まࠋࡍ 

 

加木屋配水区日ᖹ均配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺᖹ均

2013(H25) 7,136 7,319 7,256 7,601 7,393 7,220 7,462 7,264 7,267 7,073 7,123 7,002 7,260

2014(H26) 7,189 7,325 7,393 7,591 8,041 7,156 7,028 7,066 7,196 6,956 7,236 6,958 7,261

2015(H27) 7,121 7,236 7,234 7,418 7,309 7,334 7,427 7,340 7,683 7,311 7,214 7,313 7,328

2016(H28) 7,338 7,333 7,381 7,552 7,316 7,203 7,298 7,225 7,357 7,213 7,198 7,151 7,297

2017(H29) 7,301 7,383 7,418 7,602 7,278 7,308 7,214 7,275 7,384 7,232 7,272 7,156 7,319

 

 
 

加木屋配水区日最大配水㔞推移 㸦ｍ3/日㸧 

(ᖺ度) 4 月 5 月 6月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 ᖺ最大

2013(H25) 8,016 7,871 8,049 8,252 7,757 7,617 8,520 7,644 8,097 7,301 7,751 7,288 8,520

2014(H26) 7,836 7,872 7,957 8,226 9,559 7,549 7,340 7,580 7,818 7,240 7,502 7,310 9,559

2015(H27) 8,202 7,822 7,853 8,060 7,784 7,855 8,036 7,843 8,083 7,712 7,460 7,651 8,202

2016(H28) 7,908 7,962 8,105 8,292 7,761 7,645 7,693 7,510 8,024 7,590 7,409 7,389 8,292

2017(H29) 8,121 7,840 7,818 8,072 7,757 7,792 7,660 7,561 7,934 7,465 7,567 7,388 8,121

 

 
※2014㸦H26㸧ᖺ 8᭶ࡣ管路故ࡿࡼ  
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ୖ水㐨業࠾けࡿ用途別給水㔞ࠊࡣ一般的生活用水㔞ࠊ商業施設や業所ࡀ使用

  ࠋࡍまࢀ大別さ工場用ࡿࡍ使用ࡀ工場等ࠊ業務用ࡿࡍ

ᮏ市ࡢ用途別給水㔞し࡚ࠊࡣ沿岸部大規模工場ࡀ多く存在しまࠊࡀࡍ愛知用水工

業用水㐨ࡿࡼ水供給ࢆ受け࡚いࡿこࠊࡽ工場用水㔞業務用水㔞ࡢ区別ࠊࡎࡏࢆ

ཱྀᚄ ᚄཱྀࠊし生活用水㔞ࢆ20ｍｍ及び共用ࠊ13 業務ࢆ100ｍｍࠊ75ࠊ50ࠊ40ࠊ30ࠊ25

用水㔞し࡚分類しまࠋࡍ 

 

 

(1) 生活用水㔞  

生活用水㔞ࠊࡣ各ᖺ度ࡢ増減ࡣあࡢࡢࡶࡿ㸳ᖺ間࡛微増し࡚いまࠊࡀࡍ人ཱྀ増加比

ᚄཱྀࠕࠊࡣい࡚࠾ᚄ別給水㔞ཱྀࠊまたࠋࡍ࡛緩やࡣ増加ࡢ給水㔞 13ｍｍࠖࡢ給水㔞

ᚄཱྀࠕࠊ減少しࡀ 20ｍｍ ᚄཱྀࠕࡿけ࠾一般家庭ࠊࡽこࡿあ増加傾向ࡀࠖ 20ｍｍࠖ

給給水戸数ࡢ共用ࠖࠕࡿࡵ占全体ࠊまたࠋࡍまࢀࡽ考えࡢࡶࡿい࡛ࢇ進ࡀ普及ࡢ

水㔞ࡢ割合ࠊࡣわࡀࡍ࡛ࡎ減少傾向ࢆ示し࡚いまࠋࡍ  

 

(2) 業務用水㔞  

ᚄཱྀࠕ 25ｍｍࠖ以ୖ࠾けࡿ業務用水㔞ࡣ 2,100 千ｍ3 程度࡛あ2014ࠊࡾ ᖺ度㸦ᖹ成

26 ᖺ度㸧以降࠾い࡚微増傾向࡛ࠋࡍ 

またࠊ全体水㔞占ࡿࡵ生活用水㔞業務用水㔞ࡢ割合2013ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 25 ᖺ度㸧

以降ࡢ 3 ᖺ間࠾い࡚ࠊ約   ࠋࡍ一定࡛推移し࡚いま17.5％ࠊ82.5％

  

2013 ᖺ度㸦ᖹ成 25 ᖺ度㸧ࡢࡽ用途別給水㔞ࡢ変ࢆ次ペ࣮ジ示しまࠋࡍ 

  

㸱. 用途別給水㔞 
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用途別給水㔞の整理 

㸰
㸮
㸯
㸱
协
Ｈ
㸰
㸳
卐
ᖺ
度 

用途別 
口径 

㸦ｍｍ㸧 
給水戸数㸦戸㸧 給水㔞㸦ｍ3㸧 

生活用 

共用 10,891 22.5%

47,738 98.5%

1,769,400 14.8%

9,838,515 82.4%13 28,745 59.3% 5,714,579 47.9%

20 8,102 16.7% 2,354,536 19.7%

業務用 

25 442 0.9%

761 1.5%

399,085 3.3%

2,107,797 17.6%

30 71 0.1% 132,887 1.1%

40 151 0.3% 490,213 4.1%

50 74 0.2% 553,617 4.6%

75 13 0.0% 224,069 1.9%

100 10 0.0% 307,478 2.6%

その他 - - 448 0.0%

合計 48,499 100.0% 48,499 100.0% 11,946,312 100.0% 11,946,312 100.0%

 

㸰
㸮
㸯
㸲
协
Ｈ
㸰
㸴
卐
ᖺ
度 

用途別 
口径 

㸦ｍｍ㸧 
給水戸数㸦戸㸧 給水㔞㸦ｍ3㸧 

生活用 

共用 10,841  22.1%

48,178 98.4%

1,745,303 14.8%

9,763,470  82.5%13 28,864  59.0% 5,589,103 47.2%

20 8,473  17.3% 2,429,064 20.5%

業務用 

25 445  0.9%

772 1.6%

401,124 3.4%

2,067,428  17.5%

30 74  0.2% 128,780 1.1%

40 156  0.3% 491,671 4.2%

50 75  0.2% 538,220 4.5%

75 12  0.0% 204,045 1.7%

100 10  0.0% 301,898 2.6%

その他 - - 1,690 0.0%

合計 48,950  100.0% 48,950 100.0% 11,830,898 100.0% 11,830,898  100.0%

 

㸰
㸮
㸯
㸳
协
Ｈ
㸰
㸵
卐
ᖺ
度 

用途別 
口径 

㸦ｍｍ㸧 
給水戸数㸦戸㸧 給水㔞㸦ｍ3㸧 

生活用 

共用 10,956  22.0%

48,903 98.4%

1,753,995 14.7%

9,812,678  82.4%13 29,064  58.5% 5,533,918 46.5%

20 8,883  17.9% 2,524,765 21.2%

業務用 

25 445  0.9%

778 1.6%

393,038 3.3%

2,099,604  17.6%

30 77  0.2% 136,148 1.1%

40 157  0.3% 491,690 4.1%

50 77  0.2% 590,520 5.0%

75 13  0.0% 186,418 1.6%

100 9  0.0% 301,331 2.5%

その他 - - 459 0.0%

合計 49,681  100.0% 49,681 100.0% 11,912,282 100.0% 11,912,282  100.0%

 
 
 
 
 
  

■共用 ■口径 13mm ■口径 20mm 

■口径 25mm ■口径 30mm ■口径 40mm ■口径 50mm ■口径 75mm 

■口径 100mm ■その他 

15%

48%

20%
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1%

4%
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2%
2% 0%

生活用

業務用

H25 

15%
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3%

1%
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H26
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生活用
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H27 
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㸰
㸮
㸯
㸴
协
Ｈ
㸰
㸶
卐
ᖺ
度 

用途別 
口径 

㸦ｍｍ㸧 
給水戸数㸦戸㸧 給水㔞㸦ｍ3㸧 

生活用 

共用 11,050  22.0%

49,474 98.4%

1,741,973 14.5%

9,878,436  82.4%13 29,175  58.0% 5,501,247 45.9%

20 9,249  18.4% 2,635,216 22.0%

業務用 

25 451  0.9%

788 1.6%

407,697 3.4%

2,105,145  17.6%

30 78  0.2% 132,247 1.1%

40 160  0.3% 496,812 4.2%

50 77  0.2% 563,123 4.7%

75 13  0.0% 195,514 1.6%

100 9  0.0% 309,080 2.6%

その他 - - 672 0.0%

合計 50,262  100.0% 50,262 100.0% 11,983,581 100.0% 11,983,581  100.0%

 

㸰
㸮
㸯
㸵
协
Ｈ
㸰
㸷
卐
ᖺ
度 

用途別 
口径 

㸦ｍｍ㸧 
給水戸数㸦戸㸧 給水㔞㸦ｍ3㸧 

生活用 

共用 11,099  21.9%

49,937 98.4%

1,741,200 14.5%

9,888,671  82.1%13 29,285  57.7% 5,433,639 45.1%

20 9,553  18.8% 2,713,832 22.5%

業務用 

25 461  0.9%

799 1.6%

425,490 3.5%

2,152,471  17.9%

30 80  0.2% 138,109 1.1%

40 159  0.3% 490,819 4.1%

50 76  0.2% 551,626 4.6%

75 13  0.0% 198,650 1.7%

100 10  0.0% 347,346 2.9%

その他 - - 431 0.0%

合計 50,736  100.0% 50,736 100.0% 12,041,142 100.0% 12,041,142  100.0%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ■共用 ■口径 13mm ■口径 20mm 

■口径 25mm ■口径 30mm ■口径 40mm ■口径 50mm ■口径 75mm 

■口径 100mm ■その他 

14%

46%
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生活用

業務用

H28 

14%

45%

23%

3%

1%

4%
5%

2%
3% 0%

生活用

業務用

H29



―東海市水道事業ビジョン― 

28 

 

(1) 計⏬給水人ཱྀ 

今後ࠊ少子高齢ࡢ影響ࠊࡾࡼ給水人ཱྀࡣ減少ࡢ局面ࢆ迎えࡿこࡀ予測さࢀまࠋࡍ

ししࠕࠊࡽࡀ࡞東海市総合戦略࡛ࠖࡣ各種施策࣭業ࢆ推進ࡿࡍこࠊࡾࡼ今後ࡶ自

然増社会増ࢆ確保しࠊ人ཱྀࡢ緩や࡞増加ࢆ期ᚅࡿࡍこし࡚いまࠋࡍ  

こࡢࡽࢀ状況ࢆ踏まえࠕࠊ東海市水㐨業ビジョンࠖ࠾けࡿ計⏬給水人ཱྀࠕࠊࡣ東海

市総合戦略ࠖやࠕ第㸴次東海市総合計⏬ࠖ࠾けࡿ居ఫ人ཱྀ推計ࠊこࢀま࡛ࡢ国勢調

査࠾けࡿ昼間人ཱྀ比率ࢆ考慮し2028ࠊ ᖺ度 120,000 人㐩ࡿࡍ計⏬しまࠋࡍ 

 

 

(2) 計⏬給水㔞 

ᮏビジョン࠾けࡿ計⏬給水㔞ࠊࡣ生活用水㔞ࠊ業務用水㔞ࠊそࡢ他水㔞分類し推

計しまࠋࡍ 

生活用水㔞ࠊࡣ過去 10 ᖺ࠾い࡚一人一日ᖹ均給水㔞ࡀ減少傾向࡛あࡾまࠊࡀࡍこࢀ

以ୖࡢ減少ࡣ考えくいこ10ࠊࡽ ᖺ間ࡢᖹ均値࡛あࡿ 245L/日࣭人ࢆ採用し࡚推計

しまࠋࡍ 

業務用水㔞ࠊࡣ過去 5 ᖺ間大࡞ࡁ変ࡀ見࡞ࢀࡽいこࠊࡽ生活用水㔞対ࡿࡍ

割合ࡀ変し࡞いࡢࡶし࡚推計しまࠋࡍ  

そࡢ他水㔞ࠊࡣ隣接ࡿࡍ他市ࡢ分水㔞࡛あࠊࡾ過去ࡢ実績࡛あࡿ 40ｍ3/日ࡍ⥆⥅ࡀ

 ࠋࡍ推計しまࡢࡶࡿ

࠙計⏬給水㔞ࠚ  

計⏬給水人ཱྀ ＝ 120,000 人㸦ࠕ東海市水㐨業ビジョンࠖ計⏬値㸧  

一人一日ᖹ均給水㔞 ＝ 245L／日࣭人㸦過去 10 ᖺᖹ均値㸧  

生活用水㔞 ＝ 29,400ｍ3／日㸦計⏬給水人ཱྀ × 一人一日ᖹ均給水㔞㸧  

業務用水㔞 ＝ 6,230ｍ3／日㸦生活水㔞÷82.5％×17.5％㸧  

そࡢ他水㔞 ＝ 40ｍ3／日㸦過去 8ᖺᖹ均値㸧  

普及率 ＝100.0％㸦100％ま࡛ᖹ均し࡚ୖ昇㸧 

᭷収率 ＝ 95.0％㸦2016 ᖺ度㸦H28 ᖺ度㸧数値ࡀ⥅⥆㸧  

᭷効率 ＝ 97.0％㸦97％ま࡛ᖹ均し࡚ୖ昇㸧  

負荷率 ＝ 87.5％㸦過去 10 ᖺ間ࡢ最ప値㸧 

計⏬一日最大給水㔞＝㸦生活用水㔞＋業務用水㔞＋そࡢ他水㔞㸧÷᭷収率÷負荷率 

 

 

 

次ペ࣮ジࠊ給水人ཱྀ給水㔞ࡢ推計ࢆ示しまࠋࡍ  

計⏬給水人ཱྀ＝120,000 人 

計⏬一日最大給水㔞 ＝43,000ｍ3／日 

㸲. 将来計⏬給水㔞 
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給水人口の推計 
   推 計 㸦ᖺ度㸧 2018 (H30) 2019 (H31) 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

人 
口 行政区域内人口㸦人㸧 115,150  115,640  116,130  116,620  117,110  117,600  118,090  118,580  119,070  119,535  120,000  

給水人口㸦人㸧 115,050  115,550  116,050  116,550  117,050  117,550  118,050  118,550  119,050  119,525  120,000     
115,150  115,640  116,130  116,620  117,110  117,600  118,090  118,580  119,070  119,535  120,000  115,050  115,550  116,130  116,550  117,050  117,550  118,050  118,550  119,050  119,525  120,000  

100,000105,000110,000115,000120,000125,000130,000
2018(H30) 2019(H31) 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

㸦人㸧 
行政区域内人口㸦人㸧 給水人口㸦人㸧 (ᖺ度) 
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給水㔞の推計 

 
 

 

推 計 㸦ᖺ度㸧 

2018 
(H30) 

2019 
(H31) 

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

給
水
㔞 

一日ᖹ均給水㔞㸦ｍ3㸧 36,006 36,163 36,319 36,476 36,632 36,788 36,944 37,101 37,257 37,406 37,550

一日最大給水㔞㸦ｍ3㸧 41,150 41,329 41,507 41,687 41,865 42,043 42,222 42,401 42,579 42,750 43,000 
36,006 36,160 36,313 36,465 36,619 36,774 36,926 37,079 37,233 37,378 37,523 

41,150 41,326 41,501 41,674 41,850 42,027 42,201 42,376 42,552 42,718 43,000 
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㸦ｍ3/日㸧

一日ᖹ均給水㔞(m3) 一日最大給水㔞(m3) (ᖺ度)
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第㸲章 水道事業ࡢ現状課題  
水道事業ࡿࡅ࠾業務指標㸦PI㸧ࠊࡣ水道業務ࡢ効率ࢆᅗࡵࡓࡿ活用࡛ࡿࡁ規格
算定ࡓࢀ定義さ厳密ࠊࡋ定㔞ࢆ業務ࡿࡓわ多方面ࡿい࡚ࡗ行ࡀ水道事業体ࠊ࡚ࡋ

式ࡾࡼ評価ࠊ࡚ࡗࡼࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿࡍ業務指標㸦PI㸧ࢆ参考ࠊࡾࡼࡇࡿࡍ水道事
業へࡾྲྀࡢ組ࡳ状況ࢆ他ࡢ事業体比較分析ࠊࡋ自ࡢࡽ立ࡕ置ࢆ把握ࡀࡇࡿࡍ可能

ࡳ組ࡾ課題やྲྀࠊࡾࡼࡇࡿࡍ分析ࢆ経ᖺ変ࡢ業務指標㸦PI㸧ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ࡞
状況ࡢ成果ࡀ定㔞的ุ断࡛ࠊࡁᕷ民サ࣮ビࡢࢫ改善繋࡚ࡋࡢࡶࡿࡀ活用ࡇࡿࡍ

 ࠋࡍࡲࡾ࡞可能ࡀ
以ୗᮏ事業体ࡿࡅ࠾業務指標㸦PI㸧ࡢ主࡞㡯目ࢆ示(1)  ࠋࡍࡲࡋ 安全࡛良質࡞水 

࠙水質管理ࠚ 
水質管理࡛ࠊࡣ最大カビ臭物質濃度水準基準比率㸦A102㸧ࠊ消毒副生成物濃度水準基準
比率㸦A108㸧ࡀ高い数値ࢆ示࡚ࡋいࠋࡍࡲᮏᕷࡢ水ࠊࡣ愛知県水道用水供給事業ࡾࡼ水
道用水ࡢ供給࡚ࡅཷࢆ配水࡚ࡋいࠊࡵࡓࡿ配水池࡛ࡢ滞留時間やᮎ端ࡿࡅ࠾塩素濃度

  ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࡍ留意
目標別業ົ指標㸦PI㸧一覧 
目標：㸿㸧安全࡛良質࡞水 
区分 コ࣮ࢻ ྡ称 2014 (Ｈ26) 2015 (Ｈ27) 2016 (Ｈ28) ྠ規模 

事業体ࡢ 
中央値 
※ 計算式 

水
質
管
理 A101 

㸦1106㸧 ᖹ均残留塩素濃度 0.33 0.37 0.31 0.52 残留塩素濃度合計/残留塩素測定回数 A102 
㸦1105㸧 最大カビ臭物質濃度水質基準

比率 10.0 30.0 40.0 5.0 (最大カビ臭物質濃度/水質基準値)×100 A108 
㸦1114㸧 消毒生成物濃度水質基準比

率 26.7 30.0 26.7 11.7 Σ (給水栓ࡢ当該消毒生成物濃度/給水
栓数)/水質基準値×100 

※㸦公㈈㸧水道技術研究センࡀ࣮ࢱ公表࡚ࡋいࡿ受水 人口ࡢ100％ 10～15万人ࡢ 11事業体ࡿࡅ࠾ᖹ成 2014
ᖺ度㸦ᖹ成 26ᖺ度㸧ࡢ中央値  ྠ規模事業体ࡢ中央値ࡾࡼ優  

㸯. 業務指標ࡳࡽえࡿ課題 
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(2) 安定ࡓࡋ水ࡢ供給 
࠙運営࣭施設管理ࠚ 
有率㸦B112㸧95％ࠊࡣ同規模事業体ࡾࡼ高ࠊࡃ効率的࡞運営࡚ࡁ࡛ࡀいࡿ考え

 ࠋࡍࡲࢀࡽ
東海ᕷ全体ࡢ配水池貯留能力㸦B113㸧ࠊࡣ同規模事業体ࡾࡼ高ࠊࡃ給水ࡢ安定性ࢆ保
持࡛࡚ࡁいࢆࡇࡿ示࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ配水池ูࡢ数値࡛ࠊୖࡣ 㔝࣭加木屋配水池ࡀపࠊࡃ

東海配水池ࡀ高いࠊࡽࡇ配水池ࡾࡼ差異ࡀ見ࠋࡍࡲࢀࡽ  
࠙事故࣭災害࣭環境対策㸦運営面ࠚ㸧  
消火栓設置密度㸦B211㸧3.8ࠊࡣ 基/ｋｍ同規模事業体ࡾࡼ高ࡃ消火栓ࡢ密度ࡀ高い
 ࠋࡍࡲい࡚ࡋ示ࢆࡇ
環境対策面࡛ࠊࡣ東海ᕷ全域࡛各࣏ンプ場ࡽ加ᅽ配水࡚ࡋいࠊࡵࡓࡿ配水㔞 1ｍ3当

必ࡀᑟ入ࡢ型機器࣮ࢠ省エネル設備更新時ࠊࡽࡇ高いࡀ電力消費㔞㸦B301㸧ࡾࡓ
要ࠋࡍࡲࡾ࡞  
࠙施設管理࣭施設更新ࠚ 
配水施設ࡿࡅ࠾法定耐用ᖺ数超過設備率㸦B502㸧ࡣ 㡰更新ࡢ設備ࠊࡃప29.5％

次ྲྀࡾ組ࢆࡇࡓࡁ࡛ࢇ示࡚ࡋいࠋࡍࡲ 
一方ࠊ管路ࡘい࡚ࡣ法定耐用ᖺ数超過管路率㸦B503㸧ࡀ 比較同規模事業体7.1％
  ࠋࡍࡲい࡚ࡋ示ࢆࡇࡿ必要࡛あࡀࡇࡿࡵ進ࢆ老朽対策ࡢ管路ࠊࡾ同程度࡛あࡋ
࠙事故࣭災害対策㸦施設面ࠚ㸧  
管路࣭基幹管路ࡢ耐震率㸦B605ࠊB606㸧ࡣ同規模事業体ࡾࡼ高い数値ࢆ示࡚ࡋいࡲ
ࡣ耐震率ࡢ管路ࠊࡀࡍ 10％程度ᑠさい値ࢆ示࡚ࡋいࠊࡽࡇࡿさࡿ࡞ࡽ耐震ࡀ
求࡚ࢀࡽࡵいࠊࡓࡲࠋࡍࡲ配水池ࡢ耐震率㸦B604㸧ࡀ同規模事業体比較ࡋపࠊࡃ計
画的࡞対策ࡀ必要考えࠋࡍࡲࢀࡽ 
応急給水施設密度㸦B611㸧16.1ࠊࡣ 箇所/100ｋｍࡓࡲࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞給水タンࢡ保有
度㸦B613㸧ࡣ 0.27ｍ3/1000人同規模事業体ࡾࡼ高い値ࢆ示࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ給水車ࢆ保
有࡚ࡋい࡞いࠊࡽࡇさࡿ࡞ࡽ応急給水対策ࡀ必要ࠋࡍࡲࡾ࡞     
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目標別業ົ指標㸦PI㸧一覧 
目標：㹀㸧安定ࡓࡋ水ࡢ供給 
区分 コ࣮ࢻ ྡ称 2014 (Ｈ26) 2015 (Ｈ27) 2016 (Ｈ28) ྠ規模 

事業体ࡢ 
中央値 
※ 計算式 

運
営
࣭
施
設
管
理 B112

㸦3018㸧 ᭷収率 92.6 93.2 95.2 93.8 (ᖺ間᭷収水㔞/ᖺ間配水㔞)×100 B113
㸦2004㸧 配水池貯留能力 0.64 0.64 0.60 0.55 配水池᭷効容㔞/一日ᖹ均配水㔞 

配水池貯留能力 
㸦ୖ㔝配水池㸧 0.53 0.54 0.56 -  
配水池貯留能力 
㸦東海配水池㸧 0.78 0.77 0.67 -  
配水池貯留能力 
㸦加木屋配水池㸧 0.52 0.51 0.51 -  B114

㸦2002㸧 給水人口一人当ࡾࡓ配水㔞 311 308 303 314 (一日ᖹ均配水㔞/現在給水人口)×1,000 B116
㸦2006㸧 給水普及率 99.9 99.9 99.9 100 (現在給水人口/給水区域ෆ人口)×100 

事
故
災
害
対
策 B204

㸦5103㸧 管路ࡢ事故割合 0 0 0 0.9 管路ࡢ事故件数 /( 管路延長/100)  B208
㸦5106㸧 給水管ࡢ事故割合 0 0 0 0 給水管ࡢ事故件数 / (給水件数/ 1,000) B211
㸦5114㸧 消火栓設置密度 3.8 3.8 3.8 2.3 消火栓数 / 配水管延長㸦ｋｍ㸧 

環
境 対

策 B301
㸦4001㸧 配水㔞1ｍ3当ࡾࡓ電力消費㔞 0.15 0.15 0.15 0.06 電力使用㔞ࡢ合計 / ᖺ間配水㔞 

施
設
管
理 B401

㸦5102㸧 ࢲクࢱイル鋳鉄管࣭鋼管率 57.1 57.0 56.7 62.7 [(ࢲクࢱイル鋳鉄管延長 ＋ 鋼管延長) / 
管路延長] × 100 B402

㸦2107㸧 管路ࡢ新設率 0.68 0.34 0.22 0.36 (新設管路延長/管路延長)×100 
施
設
更
新 B502

㸦2102㸧 法定耐用ᖺ数超過設備率 63.6 29.5 29.5 39.4 "(法定耐用ᖺ数ࢆ超え࡚いࡿ機械࣭電気࣭
計装設備ࡢ࡞合計数/ B503

㸦2103㸧 法定耐用ᖺ数超過管路率 6.9 7.6 7.1 7.2 (法定耐用ᖺ数ࢆ超え࡚いࡿ管路延長/管路
延長)×100 B504

㸦2104㸧 管路ࡢ更新率 0.24 1.41 1.57 0.64 (更新ࡓࢀࡉ管路延長/管路延長)×100 
事
故
災
害
対
策 B604

㸦2209㸧 配水池ࡢ耐震化率 31.2 31.2 67.3 76.8 (耐震対策ࡢ施ࡓࢀࡉ配水池᭷効容㔞/配水
池等᭷効容㔞)×100 B605

㸦2209㸧 管路ࡢ耐震化率 9.3 10.3 12.4 9.2 (耐震管延長/管路延長)×100 B606 基幹管路ࡢ耐震化率 23.7 27.1 27.7 22.8 (基幹管路ࡢうࡕ耐震管延長/基幹管路延
長)×100 B606-2 基幹管路ࡢ耐震適合率 42.9 45.7 58.5 43.4 (基幹管路ࡢうࡕ耐震適合性ࡢあࡿ管路延
長/基幹管路延長)×100 B611

㸦2205㸧 応急給水施設密度 16.1 16.1 16.1 12.1 応急給水施設数/(現在給水面積/100) B612
㸦2213㸧 給水車保᭷度 0 0 0 0 給水車数/(現在給水人口/1,000) B613
㸦2215㸧 車載用ࡢ給水ࢱンク保᭷度 0.28 0.27 0.27 0.043 車載用給水ࢱンクࡢ容㔞 /(給水人口/1,000) 

※㸦公㈈㸧水道技術研究センࡀ࣮ࢱ公表࡚ࡋいࡿ受水 人口ࡢ100％ 10～15万人ࡢ 11事業体ࡿࡅ࠾ᖹ成 2014
ᖺ度㸦ᖹ成 26ᖺ度㸧ࡢ中央値  ྠ規模事業体ࡢ中央値ࡾࡼ優  (3) 健全࡞事業経営 
࠙健全経営ࠚ 
営業࣭経常࣭総支比率㸦C101ࠊC102ࠊC103㸧ࠊࡣ同規模事業体ࡾࡼややపい水準ࢆ
示ࠊࡋ特営業支比率ࡣ 示ࢆい状況࡞賄え࡚いࢆ給水益࡛営業費用ࠊࡾୗ回ࢆ100％
  ࠋࡍࡲい࡚ࡋ



―東海市水道事業ビࢪョン― 

34 

企業債関連ࡢ指標㸦C109ࠊC111ࠊC112㸧ࡣ同規模事業体ࡾࡼపࠊࡃ企業債㢗࡞ࡽい
経営状況ࢆ示࡚ࡋいࠋࡍࡲそࡢ結果ࠊ自己資ᮏ構成比率㸦C119㸧ࠊࡣ高い水準࡚ࡗ࡞
 ࠋࡍࡲい࡚ࡋ示ࢆࡇ高いࡀ健全度ࡢ財務ࠊࡾ࠾
給水益ࢆ示ࡍ供給༢価㸦C114㸧水道事業࡛ࡢࡅࡔࢀ費用࡚ࡗࡀいࢆࡿ表
 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞安価ࡾࡼ同規模事業体ࠊࡣ給水原価㸦C115㸧ࡍ
職員一人当ࡢࡾࡓ給水益ࠊ有水㔞㸦C107，C124㸧ࠊࡣ高い水準ࢆ示࡚ࡋいࡇࡿ

  ࠋࡍࡲい࡚ࡋ示ࢆࡇࡿい࡚ࡋ運営ࢆい職員数࡛水道事業࡞少ࡾࡼ同規模事業体ࠊࡽ
࠙人材ࠚ 
ᢏ術職員率㸦業務指標 C204㸧ࡣ 示ࢆపい数値ࠊ半分程度ࡢ同規模事業体ᖹ均20％

  ࠋࡍࡲい࡚ࡋ
目標別業ົ指標㸦PI㸧一覧 
目標：㹁㸧健全࡞事業経営 
区分 コ࣮ࢻ ྡ称 2014 (Ｈ26) 2015 (Ｈ27) 2016 (Ｈ28) ྠ規模 

事業体ࡢ 
中央値 
※ 計算式 

健
全
経
営 

C101
㸦3001㸧 営業収支比率 97.2 89.9 95.5 104.6  [(営業収益− 受託工事収益) / (営業費用− 

受託工事費) ]× 100 C102
㸦3002㸧 経常収支比率 113.0 104.9 111.3 113.0 [(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営

業外費用)]×100 C103
㸦3003㸧 総収支比率 112.8 105.5 111.1 112.3 (総収益/総費用)×100 C107
㸦3007㸧 職員一人当ࡾࡓ給水収益() 105,582  121,820  114,334  88,652  給水収益/損益຺定所属職員数 C108
㸦3008㸧 給水収益対ࡿࡍ職員給費

割合 7.4 6.3 7.1 8.2 (職員給費/給水収益)×100 C109ࡢ
㸦3009㸧 給水収益対ࡿࡍ企業債利息

割合 1.2 1.1 1.0 2.1 (企業債利息/給水収益)×100 C110ࡢ
㸦3010㸧 給水収益対ࡿࡍ減価償却費

割合 36.7 35.5 36.7 21.2 (減価償却費/給水収益)×100 C111ࡢ
㸦3011㸧 給水収益対ࡿࡍ建設改良ࡢ

企業債償還元金/給水収ࡢࡵࡓࡢ割合 3.6 3.3 3.4 3.8 (建設改良ࡢ企業債償還元金ࡢࡵࡓ
益)×100 C112

㸦3012㸧 給水収益対ࡿࡍ企業債残高
割合 47.6 43.9 40.3 50.8 (企業債残高/給水収益)×100 C113ࡢ

㸦3013㸧 料金回収率 110.0 101.1 108.6 108.3 (供給単価/給水原価)×100 C114
㸦3014㸧 供給単価() 142.6 143.0 142.9 180.1 給水収益/ᖺ間᭷収水㔞 C115
㸦3015㸧 給水原価() 129.6 141.5 131.7 166.2 [経常費用− (受託工事費+ 材料及び要品

売却原価+ 附帯事業費+ 長期前受金戻入)]  / ᖺ間᭷収水㔞 C116
㸦3016㸧 １カ᭶当ࡾࡓ家庭用料金(10

ｍ3) 1,180  1,180  1,180  1,209  1 ᭶ 10ｍ3 当ࡾࡓ家庭用料金() C117
㸦3017㸧 １カ᭶当ࡾࡓ家庭用料金(20

ｍ3) 2,260  2,260  2,260  3,011  1 ᭶ 20ｍ3 当ࡾࡓ家庭用料金() C118
㸦3022㸧 流動比率 259.4 201.8 190.3 436.1 (流動資産/流動㈇債)×100 C119
㸦3023㸧 自己資本構成比率 92.8 92.6 93.0 88.1 [(資本金+余金+評価差㢠等+繰延収益)/ 

㈇債࣭資本合計  ]× 100 C121
㸦3025㸧 企業債償還元金対減価償却費

比率 20.2 19.4 19.5 20.5 [建設改良ࡢࡵࡓࡢ企業債償還元金/(当ᖺ
度減価償却費-長期前受金戻入)]×100 C124

㸦3109㸧 職員一人当ࡾࡓ᭷収水㔞 (ｍ3) 740,000  852,000  800,000  453,000  ᖺ間総᭷収水㔞 / 損益຺定所属職員数 
人
材 C204

㸦3105㸧 技術職員率 25.0 28.6 20.0 41.7 (技術職員数 / 全職員数) × 100 
※㸦公㈈㸧水道技術研究センࡀ࣮ࢱ公表࡚ࡋいࡿ受水 人口ࡢ100％ 10～15万人ࡢ 11事業体ࡿࡅ࠾ᖹ成 2014

ᖺ度㸦ᖹ成 26ᖺ度㸧ࡢ中央値  ྠ規模事業体ࡢ中央値ࡾࡼ優 
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今後ࡢ水道事業へᕷ民意識ࢆ映さࠊࡵࡓࡿࡏ無作為抽出ࡓࡋ 1500世帯ࢆ対象ࠗ 東

海ᕷ水道事業関ࡿࡍᕷ民アンケ࣮ト࠘調査ࢆ実施ࠋࡓࡋࡲࡋ回答数ࡣ 594 通㸦回答率39.6％㸧ࠊ要求精度㸦誤差ࡢ最大値㸧ࡣ ࡲ出来ࡀࡇࡿ得ࢆ高い結果ࡢ信㢗性ࠊ4.0％
 ࠋࡓࡋ
アンケ࣮ト結果ࠊࡣ࡚ࡋ水࠾ࡢいࡋさ対ࡿࡍ不満ࡣ少ࠊࡃ࡞安全性対ࡿࡍ意識

ࡢ飲料水ࠊࡓࡲࠋࡓࡋࡲࢀ示さࡀࡇࡿい࡚ࡋ減少ࡣ傾向ࡴ飲ࢆ直接水道水ࠊࡀ高いࡣ

備蓄࡞災害対ࡿࡍ意識ࡣ高ࠊࡃ水道事業へࡢ要望ࠗࡶ࡚ࡋ災害強い水道࠘ࢆ望

࡞ࡋ影響ࠊࡾ消極的࡛あࡣ࡚ࡋ関ࡆ料金値ୖࠊ一方ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞い結果ࡁ大ࡣ声ࡴ

い範ᅖ࡛ࡢ対策ࢆ望ࡴ意見ࡀ多ࠊࡃ優先課題ࠊࡣ࡚ࡋ料金維持ࡶࡾࡼ災害対策や老朽

対策ࢆ望ࡴ意見ࡀ多い結果ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞ 
※アンケ࣮トࡢ信㢗性ࢆ示ࡍ要求精度ࠊࡣ一般的 5.0％程度必要さ࡚ࢀいࡍࡲ 
㸦数値ࡀపいほ精度ࡀ高ࡍࡲࡾ࡞ࡃ㸧ࠋ 
以ୗࠊアンケ࣮ト㡯目ࡿࡅ࠾ᕷ民意識ࡢ結果ࢆ示(1)  ࠋࡍࡲࡋ 水ࡢ利用状況 

 水道水࠾ࡢいࡘࡉࡋい࡚ࡼࡢう思わ࡚ࢀいࡍࡲ 
回  答 件数 構成比 

 い 46 7.7%ࡋい࠾
やや࠾いࡋい 49 8.2% 
普通 368 62.0% 
あ࠾ࡾࡲいࡋく࡞い 93 15.7% 
 い 33 5.6%࡞くࡋい࠾
無回答 5 0.8% 
計 594 100% 

 水道水ࡢ安全性ࡘい࡚ࡼࡢࠊう࠾考え࡛ࡍ 
回  答 件数 構成比 

安全ࡔ思う 217 36.6% 
やや安全ࡔ思う 134 22.6% 
普通 194 32.7% 
あࡾࡲ安全࡛࡞い 41 6.9% 
安全࡛࡞い 7 1.2% 
無回答 1 0.2% 
計 594 100%  

 いࡋい࠾ 5 33 93 368 49 46
やや࠾いࡋい 

普通 
あ࠾ࡾࡲいࡋく࡞い 

 い࡞くࡋい࠾
無回答 

0 100 200 300 400水道水࠾ࡢいࡉࡋ 
217 134 194 41 7 1 安全ࡔ思う 

やや安全ࡔ思う 
普通 

あࡾࡲ安全࡛࡞い 
安全࡛࡞い 

無回答 
0 50 100 150 200 250水道水ࡢ安全性 

㸰. ᕷ民アンケ࣮トࡳࡽえࡿ課題 
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クロࢫ集計 1 
㸦ఫ居形態別㸧×㸦水ࡼࡢࢆう飲࡛ࢇいࡿ㸧 㸦複数回答可㸧

   
回   答 ఫ居形態 

計 % 
一戸建 アパ࣮ࢺマンࢩョン (2階建以ୗ) アパ࣮ࢺマンࢩョン (3階建以ୖ) 無回答 

そࡢࡲࡲࡢ水道水 (蛇口ࡽ) 29.9% 190 33.3% 2 15.2% 19 28.8% 17 34.2% 152 
沸ࡓࡋ水道水 79 17.8% 10 16.9% 22 17.6% 1 16.7% 112 17.6% 
浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 124 27.9% 9 15.3% 37 29.6% 0 0.0% 170 26.8% 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 65 14.6% 20 33.9% 40 32.0% 2 33.3% 127 20.0% 
井戸水 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2% 
そࡢ他 20 4.5% 3 5.1% 7 5.0% 0 0.0% 30 4.7% 
無回答 4 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 1 17% 5 0.8% 

計 445 100% 59 100% 125 100% 6 100% 635 100%                 

412 56 120 6 一戸建 
アパ࣮ࢺマンࢩョン (2階建以ୗ㸧 
アパ࣮ࢺマンࢩョン (3階建以ୖ) 

無回答 
0 100 200 300 400 500ఫ࡛ࢇいࡿఫ居形態 190 112 170 127 1 30 5 

そࡢࡲࡲࡢ水道水 
沸ࡓࡋ水道水 

浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 

井戸水 
そࡢ他 
無回答 

0 50 100 150 200水ࡼࡢࢆう飲࡛ࢇいࡍࡲ 

34.2% 28.8% 15.2% 33.3% 18% 16.9% 17.6% 16.7% 27.9% 15.3% 29.6% 14.6% 33.9% 32.0% 33.3% 0.2% 4.5% 5.1% 5.6% 0.9% 16.7% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
一戸建࡚ 

アパ࣮ࢺマンࢩョン (2階建࡚以ୗ㸧 
アパ࣮ࢺマンࢩョン (3階建࡚以ୖ) 

無回答 
水ࡢ飲ࡳ方㸦ఫ居形態別㸧 

そࡢࡲࡲࡢ水道水(蛇口ࡽ) 沸ࡓࡋ水道水 浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 井戸水 そࡢ他 
無回答 

沸ࡓࡋ水道水ࢆ飲࡛ࢇいࡿ方

 ࡀఫ居形態ࠊ一定࡛ࡡ概ࡣ
変わࡶ࡚ࡗ い࡚ࡗ࡞20%～15

 ࡣ3階建以ୖ࡛ࠖࠕ2階建以ୗࠖࠕࡶョン࡛ࢩマンࢺアパ࣮ࡌྠ ࠋࡍࡲ
水道水ࢆ飲࡛ࢇいࡿ方ࡢ割合ࡀ大幅変わ࡚ࡗいࠋࡍࡲ 
建物ࡢ階数水ࡢ飲ࡳ方࠾ࠊいࡋい感ࡿࡌうࠊࡣ密接影響
 ࠋࡍࡲ言えࡿい࡚ࡗあࡋ
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クロࢫ集計 2 
㸦安全性別㸧×㸦水ࡼࡢࢆう飲࡛ࢇいࡿ㸧 㸦複数回答可㸧

 
 ࠋࡍࡲࡳ含いࠖ࡞安全࡛ࠕࡣいࠖ࡞安全࡛ࡾࡲあࠕࠊ思うࠖࡔ安全ࠕࡣ思うࠖࡔやや安全ࠕ※

回   答 安全性 
計 % 

安全ࡔ思う 普通 安全࡛࡞い 無回答 
そࡢࡲࡲࡢ水道水(蛇口ࡽ) 29.9% 190 0.0% 0 9.3% 5 18.9% 39 39.0% 146 
沸ࡓࡋ水道水 56 15.0% 46 22.3% 10 18.5% 0 0.0% 112 17.6% 
浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 94 25.1% 56 27.2% 20 37.0% 0 0.0% 170 26.8% 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 57 15.2% 52 25.2% 18 33.3% 0 0.0% 127 20.0% 
井戸水 0 0.0% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2% 
そࡢ他 18 4.8% 11 5.3% 1 1.9% 0 0.0% 30 4.7% 
無回答 3 0.8% 1 1.0% 0 0.0% 1 100.0% 5 0.8% 

計 374 100% 206 100% 54 100% 1 100% 635 100%                   

217 134 194 41 7 1 
安全ࡔ思う 

やや安全ࡔ思う 
普通 

あࡾࡲ安全࡛࡞い 
安全࡛࡞い 

無回答 
0 50 100 150 200 250水道水ࡢ安全性 190 112 170 127 1 30 5 

そࡢࡲࡲࡢ水道水 
沸ࡓࡋ水道水 

浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 

井戸水 
そࡢ他 
無回答 

0 50 100 150 200水ࡼࡢࢆう飲࡛ࢇいࡍࡲ 

39.0% 

18.9% 

9.3% 

15.0% 

22.3% 

18.5% 

25.1% 

27.2% 

37.0% 

15.2% 

25.2% 

33.3% 

1% 

4.8% 

5.3% 

1.9% 

0.8% 1% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%安全ࡔ思う 
普通 

安全࡛࡞い 
水ࡢ飲ࡳ方㸦安全性別㸧 

そࡢࡲࡲࡢ水道水(蛇口ࡽ) 沸ࡓࡋ水道水 浄水器࡛浄水ࡓࡋ水道水 
市販ࢺ࣎ࡢル入ࡢࡾ水 井戸水 そࡢ他 
無回答 

安全思࡚ࡗいࡿ方ࡢ 4割ࡣ水道水ࢆ飲࡛ࢇいࠋࡍࡲ 
ࡶい方࡞ࡲ飲ࢆ水道水ࡶい࡚࡚ࡗ思安全うࡼࡌྠ 4割
 ࠋࡍ࡛

↓ 
 ࢆ水道水ࡢࡲࡲࡢそࡀ方ࡢ90% ࠊࡣ方ࡿい࡚ࡗ思い࡞ࡣ安全࡛ ࠋࡍ意識࡛ࡢ最ప条件ࠖࠊ前ࡾࡓ当ࡣ安全ࠕ

飲࡞ࡲい結果࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 
安全࡛࠾いࡋい㸦浄水器ࢺ࣎ࠊル入ࡢࡾ水差࡞ࡀいくࡽい㸧ࡽ࡞水道水ࢆ飲ࡴ方ࡀ増えࡿ想定࡛ࠋࡍࡲࡁ 
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(2) 災害時ࡢ備え 
 飲料水ࡢ備蓄状況ࢆ教え࡚くࡉࡔい 

回  答 件数 構成比 
水道水ࡢ汲ࡳ置4.0% 24 ࡁ 
市販水ࡢ備蓄 346 58.2% 
 い 215 36.2%࡞い࡚ࡋ
無回答 9 1.5% 
計 594 100% 

 災害時避難所࡛水ࡀ供給ࡈࢆࡇࡿࢀࡉ存知࡛ࡍ 
回  答 件数 構成比 

知࡚ࡗい62.3% 370 ࡿ 
知࡞ࡽい 216 36.4% 
無回答 8 1.3% 
計 594 100% 

   

24 346 215 9 水道水ࡢ汲ࡳ置ࡁ 
市販水ࡢ備蓄 

 い࡞い࡚ࡋ
無回答 

0 100 200 300 400飲料水ࡢ備蓄状況 
370 216 8 知࡚ࡗいࡿ 

知࡞ࡽい 
無回答 0 100 200 300 400非難時避難所࡛水ࡀ供給ࡇࡿࢀࡉ 

6割ࡢ方ࠊࡀ災害備え飲料水ࢆ備蓄ࠊࡋそࡢ大半ࡣ市販水ࢆ

備蓄࡚ࡋいࠋࡍࡲ 
災害時避難所࡛水ࡀ供給ࢆࡇࡿࢀࡉ知࡚ࡗいࡿ方6ࠊࡣ割
程度࡛ࠋࡍ 
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(3) 水道料金 
 水道事業ࡣ水道料金ࡢ収入࡞ࡲࠊࡾࡼわ࡚ࢀいࡈࢆࡇࡿ存知࡛ࡍ 

回  答 件数 構成比 
知࡚ࡗい61.4% 365 ࡿ 
知࡞ࡽい 225 37.9% 
無回答 4 0.7% 
計 594 100%  

 災害対策ࡵࡓࡢ水道料金ࢆ値ୖࡘࡇࡿࡍࡆい࡚ࠊう࠾考え࡛ࡍ 
回  答 件数 構成比 

値ୖࡶ࡚ࡋࡆ 
推進ࡍべ࡛ࡁあ17.3% 103 ࡿ 
影響࡞ࡋい範囲 
࡛推進ࡍべ࡛ࡁあ66.8% 397 ࡿ 
値ୖࡽ࡞ࡿࡍࡆ 
行う必要࡞ࡣい 23 3.9% 
わ࡞ࡽい 46 7.7% 
そࡢ他 22 3.7% 
無回答 3 0.5% 
計 594 100%      

365 225 4 知࡚ࡗいࡿ 
知࡞ࡽい 

無回答 0 50 100 150 200 250 300 350 400水道事業ࡣ水道料金࡛࡞ࡲわ࡚ࢀいࡿ 
103 397 23 46 22 3 

値ୖࡶ࡚ࡋࡆ 
推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 
影響࡞ࡋい範囲 

࡛推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 
値ୖࡽ࡞ࡿࡍࡆ 
行う必要࡞ࡣい 

わ࡞ࡽい 
そࡢ他 
無回答 

0 100 200 300 400 500施設ࡢ更新࣭耐震化ࡢࡵࡓࡢ水道料金値ୖࡆ 
水道事業ࡀ水道料金࡛運営࡚ࢀࡉいࢆࡇࡿ知࡞ࡽい方ࡀ 4割 
近くࠋࡓࡋࡲࡾୖ 
災害対策ࡢࡵࡓࡢ値ୖࢆࡆ容ㄆࡿࡍ方ࡀ 2割ࠊ値ୖ࡞ࡋࡆい範囲

࡛対策ࢆいう意見ࡀ 7割ࠋࡓࡋࡲࢀࡽࡳࠊ 
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クロࢫ集計 3 
㸦東海市ࡢ水道料金ࡘい࡚㸧×㸦水道ࡢ使用㔞㸧

 
 ࠋࡍࡲࡳ含高いࠖࠕࡣやや高いࠖࠕࠊ安いࠖࠕࡣやや安いࠖࠕ※
回  答 使用㔞 

計 % 0～10m3 11～20m3 21～40m3 41～60m3 61～100m3 100m3以ୖ わ࡞ࡽい 無回答 
安い 0 0.0% 4 9.0% 7 5.1% 7 6.7% 2 3.1% 1 8.3% 10 5.1% 1 3.8% 32 5.4% 
適正 11 78.6% 26 61.9% 87 64.0% 45 42.9% 20 31.3% 5 41.7% 109 55.9% 11 42.3% 314 52.9% 
高い 2 14.3% 10 23.8% 41 30.1% 52 49.0% 42 65.6% 6 50.0% 72 36.9% 13 50.0% 238 40.1% 
無回答 1 7.1% 2 4.8% 1 0.7% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 2.1% 1 3.8% 10 1.7% 

計 14 100% 42 100% 136 100% 105 99% 64 100% 12 100% 195 100% 26 100% 594 100.0%                   

16 16 314 174 64 10 
安い 

やや安い 
適正 

やや高い 
高い 

無回答 
0 50 100 150 200 250 300 350東海市ࡢ水道料金 14 42 136 105 64 12 195 26 

0～10m3 11～20m3 21～40m3 41～60m3 61～100m3 100m3以ୖ 
わ࡞ࡽい 

無回答 
0 50 100 150 200 250最近ࡢ水道ࡢ使用㔞 

9.0% 5.1% 6.7% 3.1% 8.3% 5.1% 3.8% 
78.6% 61.9% 64.0% 42.9% 31.3% 41.7% 55.9% 42.3% 

14.3% 23.8% 30.1% 49.0% 65.6% 50.0% 36.9% 50.0% 
7.1% 4.8% 0.7% 1.0% 2.1% 3.8% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～10m3 11～20m3 21～40m3 41～60m3 61～100m3 100m3以ୖ 
わ࡞ࡽい 

無回答 
水道料金ࡘい࡚㸦使用㔞別㸧 

安い 適正 高い 無回答 
水道料金ࡘい࡚最ࡶ割高感ࢆ感࡚ࡌ
いࡣࡢࡿ 61～100ｍ3࣮ࢰࡢン࡛ࠋࡍ 
ࡢ全体ࠊࡋࡋ 使用㔞ࡢ水道ࡀ方ࡢ1/3
 ࠋࢇせࡲい࡚ࡋ把握ࢆ
㸦わ࡞ࡽい回答࡚ࡋいࡍࡲ㸧 40ｍ3以ୗࡢ使用世帯ࡢ70％ࠊࡣ方ࡀ安い～適正 

感41ࠊࡌｍ3以ୖࡢ使用世帯ࠊࡣ高い感ࡿࡌ世帯50％ࡀ以ୖ࡛ࠋࡍ少ࡋࡋ使わ࡞い安い思いࠊ 
 ࠋࡍࡲࡾあࡀ思う傾向従い高い使うࢇࡉくࡓ
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(4) 情報発信 
 東海市水道部水道課ࡢ HP㸦ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍㸧ࢆ見ࡣࡇࡓあࡍࡲࡾ 

回  答 件数 構成比 
 い 54 9.1%ࡣ
いいえ 538 90.6% 
無回答 2 0.3% 
計 594 100%  

 水道関ࡿࡍ情報ࡢࠊࢆ媒体࡛発信࡚ࡋほࡋい思いࡍࡲ 
㸦複数回答可㸧 

回  答 件数 構成比 
市ࡢ広報ㄅ 446 48.9% 
市ࡢ HP(ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍㸧 85 9.3% 
水道料金領収書ࡢ裏 307 33.7% 
水道独自ࡢ機関紙 38 4.2% 
࣓࣮ル 20 2.2% 
無回答 16 1.8% 
計 912 100%        

54 538 2 䛿い 
いいえ 
無回答 0 100 200 300 400 500 600 HPࢆ見ࡣࡇࡓあࡍࡲࡾ 

446 85 307 38 20 16 
市ࡢ広報ㄅ 
市ࡢHP (ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍) 
水道料金 

領収書ࡢ裏 
水道独自ࡢ 

機関紙 
࣓࣮ル 
無回答 

0 100 200 300 400 500情報ࡢࢆ媒体࡛発信࡚ࡋほࡋい 
9割ࡢ方ࠊࡀ水道課ࡢ HP㸦ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍㸧ࢆ見࡞ࡀࡇࡓい結果ࠊࡾ࡞

周知足ࡀ明ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞ࡽ 
水道関ࡿࡍ情報ࠊࡣ市ࡢ広報ㄅや領収書ࡢ裏ࢆ通ࠊ࡚ࡌいう意見ࡀ

多くࠊ紙媒体࡛ࡢ発信ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ 
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(5) 水道事業へࡢ要望 
クロࢫ集計 4 
㸦ᖺ代別㸧×㸦水道求ࡢࡶࡿࡵ㸧 㸦複数回答可㸧

 
 ࠋࡍࡲࡳ含29歳以ୗࠖࠕࡣ10代ࠖࠕ※

回   答 ᖺ代 
計 % 29歳以ୗ 30代 40代 50代 60歳以ୖ 無回答 

安全性 32 28.8% 72 25.9% 97 26.3% 75 25.2% 231 27.5% 6 25.0% 513 26.7% 
 14.7% 284 12.5% 3 14.2% 119 14.8% 44 14.9% 55 15.5% 43 18.0% 20 ࡉࡋい࠾
安定ࡓࡋ給水 21 18.9% 54 19.4% 84 22.8% 74 24.8% 206 24.6% 4 16.7% 443 23.1% 
料金ࡢ安15.0% 288 16.7% 4 14.2% 119 15.1% 45 14.9% 55 17.3% 48 15.3% 17 ࡉ 
災害強い水道 18 16.2% 44 15.8% 63 17.1% 46 15.4% 126 15.0% 5 20.8% 302 15.7% 
給水サ࣮ビࡢࢫ向ୖ 3 2.7% 11 4.0% 14 3.8% 10 3.4% 30 3.6% 2 8.3% 70 3.6% 
そࡢ他 0 0.0% 5 1.8% 1 0.3% 4 1.3% 7 0.8% 0 0.0% 17 0.9% 
無回答 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1% 0 0.0% 2 0.1% 

計 111 100% 278 100% 369 100% 298 100% 839 100% 24 100% 1919 26.7%                      

5  29  78  104  93  279  6  
10代 20代 30代 40代 50代 60歳以ୖ 

無回答 
0 50 100 150 200 250 300ᖺ齢 513 284 443 288 302 70 17 2 

安全性 
おいしさ 

安定した給水 
料金䛾安さ 

災害に強い水道 
給水サービス䛾向上 

そ䛾他 
無回答 

0 100 200 300 400 500 600水道に䜒と䜑る䜒䛾 

ᖺ代別࡛大࡞ࡁ特徴差ࡣ見ࡲࢀࡽせࠋࢇ 
全体࡚ࡋ水道求ࠊࡣࡢࡶࡿࡵձ安全 ղ安定 ճ࠾いࡋいࠊ災害強いࠊ安い ࡢ順࡚ࡗ࡞ 
いࠋࡍࡲ 

28.8% 25.9% 26.3% 25.2% 
27% 25.0% 

18.0% 15.5% 14.9% 14.8% 14.2% 12.5% 
18.9% 19.4% 22.8% 24.8% 24.6% 16.7% 

15.3% 17.3% 14.9% 15.1% 14.2% 16.7% 
16.2% 15.8% 17.1% 15.4% 15.0% 20.8% 

2.7% 4.0% 3.8% 3.4% 3.6% 8.3% 1.8% 0.3% 1.3% 0.8% 0.4% 0.1% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
29歳以ୗ 30代 40代 50代 60歳以ୖ 

無回答 
水道求ࡢࡶࡿࡵ㸦ᖺ代別㸧 

安全性 ࠾いࡉࡋ 安定ࡓࡋ給水 料金ࡢ安ࡉ 災害強い水道 給水サ࣮ビࡢࢫ向ୖ そࡢ他 無回答 
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クロࢫ集計 5 
㸦耐震化水道料金ࡢ値ୖࡆ㸧×㸦水道事業ࡢ優先課㢟㸧 㸦複数回答可㸧

  
回  答 値ୖࡆ 

計 % 値ୖࡶ࡚ࡋࡆ
推進ࡍべ࡛ࡁ

あࡿ 影響࡞ࡋい範
囲࡛推進ࡍべ
࡞ࡿࡍࡆ値ୖ ࡿあ࡛ࡁ

ࡣ行う必要ࡽ
 他 無回答ࡢい そ࡞ࡽい わ࡞

災害強い水道 74 41.1% 275 36.3% 7 22.6% 35 44.9% 15 34.9% 2 50.0% 408 37.3% 
老朽化対策 75 41.7% 194 25.6% 5 16.1% 15 19.2% 10 23.3% 1 25.0% 300 27.4% 
料金維持 14 7.8% 216 28.5% 18 58.1% 20 25.6% 13 30.2% 0 0.0% 281 25.7% 
経営ࡢ安定 17 9.4% 70 9.2% 1 3.2% 7 9.0% 5 11.6% 1 25.0% 101 9.2% 
無回答 0 0.0% 2 0.3% 0 0.0% 1 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.3% 
計 180 100% 757 100% 31 100% 78 100% 43 100% 4 100% 1,093 100%                      

103 397 23 46 22 3 
値ୖࡶ࡚ࡋࡆ 

推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 
影響࡞ࡋい範囲 

࡛推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 
値ୖࡽ࡞ࡿࡍࡆ 
行う必要࡞ࡣい 

わ࡞ࡽい 
そࡢ他 
無回答 

0 100 200 300 400 500施設ࡢ更新࣭耐震化ࡢࡵࡓࡢ水道料金値ୖ3 101 281 300 408 ࡆ 
災害強い水道 

老朽化対策 
料金維持 

経営ࡢ安定 
無回答 

0 100 200 300 400 500優先࡚ࡋほࡋい課㢟 

値ୖࡶ࡛࡚ࡋࡆ推進ࠊいう方ࡣ災害࣭老朽化対策㔜ࢆࡁ置い࡚ࠊࡾ࠾安全ࡣࡵࡓࡢ値ୖࡆ 
 ࠋࡍࡲ出࡚い明確ࡀいう傾向いࡼࡶ࡚ࡋ
影響࡞ࡋい範囲࡛推進ࠊいう方ࡣ課㢟ㄆ識ࡢ意見ࡀ割࡚ࢀいࠋࡍࡲ 
値ୖ࡛ࡲ࡚ࡋࡆや࡞ࡽく࡚いいࠊいう方ࡢ 6割ࡀ料金維持ࢆ優先࡛考え࡚いࠋࡍࡲ 

41.1% 36.3% 22.6% 44.9% 34.9% 50.0% 
41.7% 25.6% 16.1% 19.2% 23.3% 25.0% 

7.8% 28.5% 58.1% 25.6% 30.2% 9.4% 9.2% 3.2% 9.0% 11.6% 25.0% 0.3% 1.3% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
値ୖࡶ࡚ࡋࡆ 

推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 
影響࡞ࡋい範囲࡛ 
推進ࡍべ࡛ࡁあࡿ 

値ୖࡽ࡞ࡿࡍࡆ 
行う必要࡞ࡣい 

わ࡞ࡽい 
そࡢ他 
無回答 

課㢟㸦値ୖࡆ別㸧 
災害強い水道 老朽化対策 料金維持 経営ࡢ安定 無回答 
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業務指標ᕷ民アンケ࣮トࡳࡽえࡿ東海ᕷ水道事業ࡀ抱えࡿ課題ࢆ整理(1)  ࠋࡍࡲࡋ 安全面ࡢ課題 1) ࠾いࡋい水ࡢ提供 
ᕷ民アンケ࣮ト࡛ࠊࡣ安全࡛࠾いࡋい水ࢆᕷ民ࡀ求࡚ࡵいࠋࡍࡲ水道水ࢆ飲ࡴ人ࢆ増

やࠕࠊࡣࡵࡓࡍ安全࡛࠾いࡋい水ࠖࢆ提供ࡀࡇࡿࡍ必要考えࠋࡍࡲࢀࡽ 
ࡳ飲ࡢ水階数ࡢ建物ࠊࢀࡽࡳ顕著ࡀ違いࡢ方ࡳ飲ࡢ水道水ࡾࡼఫ居形態ࠊࡓࡲ

方࠾ࠊいࡋい感ࡿࡌうࠊࡣ密接影響ࡋあ࡚ࡗいࡿ考えࠕࠋࡍࡲࢀࡽ㸱階建以

要因貯水槽ࠊࡣࡇい࡞少ࡀ人ࡴ飲ࢆ水道水ࡢࡲࡲࡢそ方ࡿい࡛ࢇఫ建物ࡢࠖୖ

検ࢆᑟ入ࡢ直結給水方式ࠊ指ᑟࡢ管理࡞適正ࡢ貯水槽ࠊࡽࡇࡿࢀ推測さࡿあࡀ

討ࡿࡍ必要ࡀあ2  ࠋࡍࡲࡾ) 水質ࡢ確保 
ᮏᕷ࡛3ࠊࡣ所ࡢ配水池㸦ୖ㔝࣭東海࣭加木屋㸧ࡽ配水࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ配水区ࡼ
配水池貯留能力㸦業務指標ࡿ B113㸧ࡢ差ࡀ生࡚ࡌいࠋࡍࡲ 
ୖ㔝࣭加木屋配水区࡛ࡣ人口ࡢ増加率ࡀ高ࠊࡃ配水池貯留能力ࡀᕷ全体ࡢ 0.6 比較

ࡋ 0.52前後పい数値ࢆ示࡚ࡋいࠋࡍࡲ一方ࠊ東海配水区࡛0.7ࠊࡣ程度ࢆ示ࠊࡋ貯留
能力余裕ࡀあࡿ状態࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 
東海࣏ンプ場2016ࠊࡣᖺ度㸦ᖹ成 28ᖺ度㸧ࡽ配水池設備ࢆ更新整備ࠊࡾ࠾࡚ࡋ有

効活用ࡀࡇࡿࡍ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ 
配水池貯留能力ࠊࡣ給水ࡢ安定性や事故࡛ࡢ対応能力ࢆ示࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ高ࡶ࡚ࡂࡍ

配水池࡛ࡢ滞留時間ࡀ長ࡾ࡞ࡃ水質ࡢ劣ࡀ懸念さࠊࡵࡓࡿࢀ注意ࡀ必要ࠋࡍࡲࡾ࡞

    ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࢆࢫᕷ内全体࡛バランࠊ࡞ࡍ見直ࢆ配水区域ࠊ࡚ࡗࡼ

㸱. 水道事業ࡢ課題整理 
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(2) 強靭面ࡢ課題 1) 災害対策 
日ᮏ各地࡛東日ᮏ大震災；2011ᖺ㸦ᖹ成 23ᖺ㸧ࠊ熊ᮏ地震；2016ᖺ㸦ᖹ成 28ᖺ㸧ࠊ大
阪府部地震࣭海道胆振東部地震；2018ᖺ㸦ᖹ成 30ᖺ㸧大࡞ࡁ地震ࡀ㢖発ࠊࡋ近い
将来ࡣ東༡海地震ࡶ高い確率࡛起ࡿࡇ予測さ࡚ࢀいࠋࡍࡲᕷ民アンケ࣮ト࡛ࠊࡣ水

道事業ࡢ優先課題ࠕࢆ災害強い水道ࠖ回答ࡓࡋ方ࡀ最ࡶ多ࠊࡃᕷ民意識ࡣ࡚ࡋ耐

震対策ࢆ求࡚ࡵいࡿ考えࠋࡍࡲࢀࡽ 
ᮏᕷࡢ配水池ࡢ耐震率㸦業務指標 B604㸧2014ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 26 ᖺ度㸧31.2％2016ࡽᖺ度㸦ᖹ成 28ᖺ度㸧67.3％伸び࡚いࠊࡀࡍࡲ同規模事業体比較ࡿࡍపい値ࢆ

示࡚ࡋいࠊࡓࡲࠋࡍࡲ管路ࡢ耐震率㸦業務指標 B605㸧2016ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 28 ᖺ度㸧
現ᅾ࡛  ࠋࡍࡲࡾ࡞課題ࡀࡇࡿࡵ進ࡋ推ࡽさࢆ耐震ࠊࡃప12.4％
ࡣ備蓄状況ࡢ飲料水ࠊࡓࡲ 6 割程度ࠊࡾࡲ避難所や応急給水ࡘい࡚ࡶ周知ࡀ
徹底࡚ࡋい࡞いࠊࡵࡓ災害時ࡢ備えࡘい࡚情報提供ࡿࡍ必要ࡀあ2  ࠋࡍࡲࡾ) 管路ࡢ老朽 1968ᖺ㸦昭和 43ᖺ㸧ࡢ創設当時ᕸ設さࡓࢀ管路ࡣ 50ᖺࡀ経過ࠊࡋ法定耐用ᖺ数࡛
あࡿ 40 ᖺࢆ超え࡚ࠊࡾ࠾更新時期ࢆ迎え࡚いࠊࡓࡲࠋࡍࡲ管路ࡢᖺ度ูᕸ設延長20～10ࠊࡾࡼ ᖺ後࡚ࡅ法定耐用ᖺ数ࢆ迎えࡿ管路ࡀ大㔞存ᅾࡀࡇࡿࡍ明確࡚ࡗ࡞い
2016ᖺ度㸦ᖹ成ࠋࡍࡲ 28ᖺ度㸧現ᅾ࠾い࡚ࠊ法定耐用ᖺ数超過管路率㸦業務指標 B503㸧
ࡣ 7.1％࡛あࠊࡾ今後計画的管路ࡢ更新࡞ࡋࢆい場合ࠊࡣ法定耐用ᖺ数超過管路ࡀ増
え老朽ࡀ懸念さࡿࢀ状態ࠋࡍࡲࡾ࡞   

  
老朽管ࡢ外面 腐食࣎ࡓࡋルト     



―東海市水道事業ビࢪョン― 

46 

(3) 持⥆面ࡢ課題 1) 更新費用ࡢ確保 
水道事業ࡢ経営状況ࠊࡣ営業支比率㸦業務指標 C101㸧ࡣ 100％ᮍ満࡛あࠊࡵࡓࡿ営

業益࡛営業費用ࢆ賄うࠊࡎࡁ࡛ࡀࡇ営業損失ࡀ生࡚ࡌいࠋࡍࡲࡾ࡞ࡇࡿ一方ࠊ

経常支比率㸦業務指標 C102㸧料金回率㸦業務指標 C113㸧ࡣ ࡇࡿ超え࡚いࢆ100％
ࡢ企業債利息ࡿࡍ対給水益ࠊࡓࡲࠋࡍࡲい࡚ࡋ示ࢆ多い状況ࡀ営業外益ࠊࡽ

割合㸦業務指標 C109㸧ࡣ 1.0％程度同規模事業体比較ࡋపࠊࡃ企業債ࡢ借入ࡀ少࡞
いࢆࡇ示࡚ࡋいࠋࡍࡲ 
今後ࠊ老朽対策災害対策ࡢ更新費用ࢆ確保ࡾࡼࠊࡣࡵࡓࡿࡍ効率的࡞事業経営

や給水益ࢆ確保ࡿࡍ方策ࢆ考えࡀࡇࡿ必要2  ࠋࡍࡲࡾ࡞) 人材育成 
ᮏᕷࡢ職員一人当ࡾࡓ給水益㸦業務指標 C107㸧職員一人当ࡾࡓ有水㔞ࠊࡣ同規
模事業体ࡾࡼ高いࠊࡽࡇ少࡞い職員数࡛水道事業ࢆ運営ࠊࡋさࡽᢏ術職員率㸦業

務指標 C204㸧ࡶపい状況あࠋࡍࡲࡾ 
職員数ࢆ増員ࡣࡇࡿࡍ難ࠊࡃࡋ今後ࡶ少࡞い人数࡛事業࡚ࡋ⥆⥅ࢆいࡀࡇࡃ求ࡵ

ࡢ人材育成や外部委託ࡵ始ࢆᢎ⥅ࡢᢏ術ࠊࡣࡵࡓࡿࡵ進ࢆ事業効率的ࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽ

推進ࡘい࡚ࠊ検討࡚ࡋいࡀࡇࡃ必要3  ࠋࡍࡲࡾ࡞) ᕷ民ࡢ連携 
ᕷ民アンケ࣮ト࡛ࠊࡣ水道課ࡢＨＰ㸦࣮࣍ムࢪ࣮࣌㸧ࢆ見࡞ࡢࡇࡓい方９ࡀ割ୖ

ࡓࡃࡔࡓい࡚ࡵ深ࢆ理解ࡢ水道事業へࠋࡍࡲい࡚ࡋ不足ࡀ情報提供ࡢ皆様へࡢᕷ民ࠊࡾ

必要ࡀ環境整備ࡿい࡚考えࡘ水道ࡶᕷ民ࠊࡵ進ࢆ広聴活動広報活動ࠊࡣࡵ

 ࠋࡍࡲࢀࡽ考え
ࡀ割合ࡢい方࡞ࡽ知ࢆࡇࡿい࡚ࢀ賄わࡾࡼ水道料金入ࡀ水道事業ࠊࡓࡲ ࢆ38％
示ࠊࡾ࠾࡚ࡋ更新費用ࡢ財源ࡣ水道料金入࡛あࢆࡇࡿ周知ࠊࡋ事業ࡢ推進理解ࢆ

求ࡀࡇࡿࡵ必要ࠋࡍࡲࡾ࡞  
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第５章 基本理念基本方針 

水道事業ࢆ取ࡾ巻く環境ࠊࡣ都市ࡢ発展伴う拡張ࡢ時代ࠊࡽ維持管理ࡢ時代大

災害ࠊࡾࡼ自然災害ࡿࡍࡵ始ࢆ大規模地震ࡿࡍ近年頻発ࠊたࡲࠋࡍࡲい࡚ࡋく変化ࡁ

時࠾けࡿ水ࡢ確保ࡀ重要視さ࡚ࢀいࠋࡍࡲ一方ࠊ水道施設ࡢ更新ࡣ長期間ࢆ要ࠊࡋ多㢠

ࢫバランࡢ財源投資ࠊࡵ含ࡶࡋ見直ࡢ料金体系ࠊࡾあ࡛ࡽ明ࡀこࡿࡀ費用ࡢ

考慮ࡋ事業ࢆ進ࡿࡵこࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ 

東海市水道事業࠾い࡚1968ࠊࡶ 年㸦昭和 43 年㸧ࡢ創設ࡽ 50 年ࡀ経過ࠊࡋ施設࣭管

路ࡀ更新時期ࢆ迎えࡼう࡚ࡋいࠋࡍࡲ現在老朽化対策等ࡢ更新事業ࢆ進࡚ࡵいࠊࡀࡍࡲ

事業ࡢ財源ࡿ࡞給水収益ࠊࡣ省エネルギ࣮化社会環境ࡢ変化ࡾࡼ給水人口ࡢ増加

比給水量ࡢ伸びࡣ低くࠊ更新費用ࡢ財源確保ࡀ課㢟ࠋࡍࡲࡾ࡞ 

本ビࢪョンࡢ策定向け࡚実施ࡋた市民アンケ࣮ト࡛ࠕࠊࡣ水ࡢ安全性ࠖࠕ災害強い

水道 いࠕࠊࡋ⥆⥅ࢆ水道事業ࡾわた将来ࠋたࡋࡲࡾ࡞ࡽ明ࡀこࡿい࡚ࡵ求ࡀ市民ࠖࢆ

ࡀ࡞得ࢆ理解ࡢࢇさ࡞ࡳࡢ市民ࠊࡣࡵたࡿࡍ確保ࢆ安心ࡢ未来ࡢ水道ࡿ水࡛ࠖあࡢちࡢ

 ࠋࡍࡲࢀࡽ考え重要ࡀこࡿࡌ講ࢆ対策ࡿけ࠾災害等ࠊࡳ取組的⥆⥅ࢆ更新事業ࠊࡽ

ࠊࠗࡣョン࡛ࢪ東海市水道事業ビࠊ࡚ࡗࡼ いࡢちࡢ水 市民ࡘくࡿ 未来ࡢ安心࠘ࢆ基

本理念ࠊࠗࡋ 安全࠘ࠗ 強靭࠘ࠗ 持⥆࠘ࡢ各施策࠾けࡿ基本方針ࢆ明確化ࡿࡍこࠊ࡛持⥆

可能࡞水道事業ࡢ運営取ࡾ組࡛ࢇいࠋࡍࡲࡁ 
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第６章 実現方策 

 

 水㐨ࠖࡿࡵ飲࡚ࡋᏳ心ࡶ࡛ࡇࡶ࡛ࡘいࡀᕷ民ࠕ

(1) Ᏻ全計⏬ࡢ策定 

 

抽出࣭特定ࢆ危害ࡿࡍ存ᅾ࣒ࢸࢫࢩ水㐨ࡿ至給水栓ࡽ水源ࠊࡣࠖ⏬水Ᏻ全計ࠕ

ࢫࢩࡿࡁ࡛確実ࢆ供給ࡢ水࡞Ᏻ全ࠊࡾࡼࡇࡿࡍ視࣭制御┘的⥆⥅ࢆࡽࢀそࠊࡋ

2018ࠊࡣᮏᕷ࡛ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡓࡋ目指ࢆࡾࡃ࡙࣒ࢸ ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧計⏬ࢆ策定ࠊࡋ

配水池ࡽ蛇口ࠊ࡛ࡲᮎ端給水࡛ࡢ残留塩素ࡢ管理等ࠊ水質管理体制ࡢ徹底ࢆ実施࡚ࡋ

 ࠋࡍࡲ行いࢆ運用ࡢ水質管理ࡃ基࡙⏬計ࡢࡇࡶ今後ࠊࡾ࠾

 水Ᏻ全計⏬ࡢ策定見直ࡋ  
(2) Ᏻ全࡞水㐨水質ࡢ確保 

 

ᮏᕷ࡛ࠊࡣ愛知県水㐨用水供給業ࡽ供給さࡿࢀ浄水ཷࢆ水ࠊࡋᕷ内 3 ン࣏ࡢ所

東ᾏᕷ水㐨水ࠕࠊࡣ検査ࡢ水㐨水ࡿい࡚ࢀࡽࡅ水㐨法࡛義務࡙ࠋࡍࡲい࡚ࡋ配水ࡽ場ࣉ

質検査計⏬ࠖࢆ策定ࢀࡇࠊࡋ基࡙い࡚実施࡚ࡋいࠋࡍࡲ 

ᕷ民アンࡢࢺ࣮ࢣ結果࡛ࠕࠊࡣᏳ全࡛࠾いࡋいࠖ水ࡀ求ࡢࡽࢀࡇࠊࢀࡽࡵ要素ࡀ水㐨水

水࡞うࡼࡿࢀࡽࡵ高ࢆ満足度ࡢ皆様ࡢᕷ民ࡶ今後ࠊࡽࡇࡿい࡚ࡗ࡞ࡶ動機ࡴ飲ࢆ

 ࠋࡍࡲࡵດ供給ࡢ

 ࠕ東ᾏᕷ水㐨水質検査計⏬ࠖࡿࡼ水質検査ࡢ実施  
  

㸯. ࠕᏳ全ࠖ関ࡿࡍ実現方策 

水Ᏻ全計⏬ࡢ策定 Ᏻ-1 
水質管理ࡢ維持 Ᏻ-2 
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近ᖺୖࠊ㔝配水༊加木屋配水༊ࠊࡣ宅地開発ࡢ人口増加ࡾࡼ水需要ࡀ増加࠾࡚ࡋ

 ࠋࡍࡲい࡚ࡋ減少ࡀ貯留能力ࡢ配水池ࠊࡾ

現ᅾࠊ将来ࡢ水需要及びᕷ内全体ࡢ配水ࣂランࢆࢫ考慮ࠊࡋ東ᾏ࣏ンࣉ場ࡢ施設改修

東ᾏ配水ࢆ一部ࡢ加木屋配水༊㔝配水༊ୖࠊ場改修後ࣉン࣏東ᾏࠋࡍࡲい࡚ࡋ実施ࢆ

༊再編ࠊࡋ配水༊間ࡿࡅ࠾利用率ࡢ均等化ࢆᅗࠋࡍࡲࡾ 

 配水༊ࡢ再編   
  

配水༊域ࡢ再編 Ᏻ-3 
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(3) 水質管理ࡢ強化 

 

直結給水方式࡛ࠊࡣ配水管ࡽ蛇口࡛ࡲ直接水ࢆ㏦

ᮏࠋࡍࡲࡁ給水࡛ࢆ水࡞新鮮ࡶ࡛ࡘいࠊࡾࡼࡇࡿ

ᕷ࡛ࠊࡣ全配水༊域࣏ࢆンࣉ加ᅽࡾࡼ配水࡚ࡋいࡿ

い࡚࠾ᕷ内全域ࠊࡽࡇ 3階建࡚建物ࡢ直結給水

配水ᅽ力ࠊࡃࡋ難ࡾࡼ地形的要因ࡣࡇࡿࡍ実施ࢆ

あࡀ必要ࡿ向ୖさせࢆ能力ࣉン࣏ࠊࡣࡇࡿࡍࡃ高ࢆ

 ࠋࡍࡲࡌ生ࡀ㈇担࡞経済的ࠊࡾ

ᮏᕷࡢ現状࠾い࡚ࠊࡣ現ᅾࡢ運用形態ࡾࡼ余剰

エネルࡢ࣮ࢠ活用ࡿࡼ対応ྍࡀ能࡞༊域࠾い࡚

 ࠋࡍࡲࡋ検討ࢆᑟ入ࡢ直結給水方式ࡢ3階建࡚建物ࠊࡣ

 直結給水方式ࡢ検討 

 

 

3 階௨ୖࡢビルやアࢺ࣮ࣃ等ࡢ貯水槽水㐨ࠊࡣ建物ࡢ所有者ࡣࡓࡲ管理者ࡀ水質管理ࢆ

行う義務ࡀあࠊࡀࡍࡲࡾ管理ࡀ十ศࡾ࡞やࡍいࠊࡽࡇ残留塩素濃度や水質ᝏ化

 ࠋࡍࡲࢀ懸念さࡀ

ᕷ民アン࠾ࢺ࣮ࢣい࡚3ࠊࡶ階建࡚௨ୖࡢア࣐ࢺ࣮ࣃンࢩョンఫ࡛ࢇいࡿ方ࠊࡣそ

確保ࢆ信頼ࡢ水㐨水ࠋࡓࡋࡲࡾ࡞పい結果ࡀ割合ࡢ方ࡿい࡛ࢇ飲ࢆ水㐨水ࡢࡲࡲࡢ

ࡘ管理࡞適正ࡢ貯水槽ࠊࡽࡀ࡞ࡋ連携生活環境課ࠊࡶࡵࡓࡿᏲࢆᏳ全ࡢᕷ民ࠊࡋ

い࡚ࠊຓ言や指ᑟࢆ行いࠋࡍࡲ 

 貯水槽ࡢ適正管理指ᑟ 

 

直結給水方式ࡢ検討 Ᏻ-4 

貯水槽水㐨ࡢ適正管理指ᑟ Ᏻ-5 
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 強い水㐨ࠖ災害ࡿࡼ耐震化更新࡞計⏬的ࠕ

(1) 㔜要給水施設ࡢ配水確保 

 

大規模地震ࡀ発生ࡓࡋ場合ࠊࡣ避難ᣐ点ࡿ࡞㔜要給水施設㸦་療施設ࠊ避難所等㸧

 ࠋࡍࡲࡾ࡞必要ࡀࡇࡿࡍ確保ࢆ配水ࡢ

災害備え࡚ࡢ࡚ࡍ管路ࢆ耐震化ࡀࡇࡿࡍ理想࡛ࠊࡀࡍ多㢠ࡢ費用長期ࡢ工

期間ࡀ必要ࠊࡽࡇࡿ࡞配水池ࡽ㔜要給水施設至ࡶ᭱ࡿ効率的配水࡛ࡿࡁ経

路ࢆ㔜要給水施設配水管路࡚ࡋ選定ࠊࡋ優先࡚ࡋ耐震化整備ࢆ進࡚ࡵいࠋࡍࡲࡁ

 

㔜要給水施設一覧 

࠙ୖ㔝配水༊ࠚ 

࣭緑陽ᑠ学校㸦耐震性貯水槽あࡾ㸧 ࣭ྡ和ᑠ学校 

࣭渡内ᑠ学校 ࣭ྡ和中学校 

࣭ୖ㔝中学校 ࣭千鳥津波避難所 

࠙東ᾏ配水༊ࠚ 

࣭東ᾏᕷ役所㸦耐震性貯水槽あࡾ㸧  

࣭ᖹ洲ᑠ学校 ࣭明倫ᑠ学校 

࣭富木島ᑠ学校 ࣭船島ᑠ学校 

࣭横須賀ᑠ学校㸦耐震性貯水槽あࡾ㸧 ࣭大田ᑠ学校 

࣭横須賀中学校 ࣭ᖹ洲中学校 

࣭富木島中学校 ࣭東ᾏ商業高校 

࣭横須賀高校 ࣭富木島公民館 

࣭勤労センタ࣮ ࣭加家公民館 

࣭養父児童館/養父健康交流ࡢ家  

࠙加木屋配水༊ࠚ 

࣭公立西知多総合病院 

࣭加木屋ᑠ学校 ࣭୕ࢶ池ᑠ学校 

࣭加木屋༡ᑠ学校 ࣭加木屋中学校 

࣭東ᾏ༡高校 

 㔜要給水施設配水管路ࡢ選定 

 㔜要給水施設配水管路ࡢ耐震化計⏬ࡢ推進

㸰. ࠕ強靭ࠖ関ࡿࡍ実現方策 

㔜要給水施設配水管路ࡢ耐震化 強-1 
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(2) 老朽施設࣭管路ࡢ更新 

 

管路ࡢ老朽化ࠊࡣ内面ࡢ異物ࡢ付着やࠊ内面ライࢽンࢢ塗装࡚ࡋࢆい࡞い管路࡛ࡢ

錆コࡢࣈ発生ࠊ࡞水質や残留塩素ᝏ影響ࢆえࡀࡇࡿ懸念さࠊࡓࡲࠋࡍࡲࢀ埋設

管路ࡢ腐食ࢆ原因ࡿࡍ破損ࠊࡣ断水࡛ࡇࡿࡍ水㐨利用者影響ࢆえࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔࡿ

漏水ࡾࡼ㐨路ࡢ࡞地ୖ施設ࡢᾐ水等ࠊḟ被害ࢆ伴う恐ࡶࢀあࠋࡍࡲࡾ 

水㐨故ࡢ発生ࢆ防ࠊࡵࡓࡄ管種ࡿࡼ耐用ᖺ数ࢆ考慮ࠊࡋ計⏬的老朽管路ࡢ更

新ࢆ実施ࠊࡋ法定耐用ᖺ数超過管路率ࢆୗࡼࡿࡆうྲྀࡾ組ࠋࡍࡲࡳ更新後ࡢ管種ࠊࡣ耐

震性ࡀあࡾ長期間ࡢ使用ྍࡀ能࡞管材ࢆ採用ࠋࡍࡲࡋ 

 老朽管路更新計⏬ࡢ推進  
 

ᮏᕷࡢ管路ࠊࡣ昭和 50 ᖺ௦後半ᖹ成初期集中࡚ࡋ整備さࠊࡾ࠾࡚ࢀ標準的࡞耐用

ᖺ数࡛ࡢ更新࡛ࠊࡣ各ᖺ度ࡢ業㔞ࡀࡁࡘࡽࡤࡢ大ࠊࡃࡁ経営ୖࡢ課㢟࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 

現ᅾ所有ࡿࡍ多ࡢࡃ水㐨資産ࠊࢆ将来わࡾࡓ適正管理࡚ࡋいࠊࡣࡵࡓࡃ今後ࡢ

更新需要ࢆ正ࡃࡋ見極ࠊࡵ中長期的࡞視点ࡾࡼ㈈政計⏬ࢆ立࡚ࡀࡇࡿ必要ࡲࡾ࡞

 ࠋࡍ

そࠊࡣࡵࡓࡢアセ࣐ࢺࢵネ࣓ࢪンࢆࢺ実践ࡾࡼࡇࡿࡍ中長期わࡿࡓ更新需要

ࡢᮏᕷࠊࡾᅗࢆ延命化ࡾࡼࢫンࢼࢸン࣓࡞定期的ࡢ管路施設ࠊࡶࡿࡍ把握ࢆ

施設ࡢ状況適ࡓࡋ新࡞ࡓ更新基準ࢆ設定ࠋࡍࡲࡋさࠊࡣࡽ更新需要ࡀ特定ࡢ時期

㔜࡞ࡽ࡞いࡼうࠊ業㔞ࡢᖹ準化ࢆᅗࠋࡍࡲࡾ 

 アセ࣐ࢺࢵネ࣓ࢪンࡢࢺ実践 

 更新需要ࡢᖹ準化  
 

ᮏᕷ࡛ࠊࡣ地形的要因ࡾࡼ加ᅽ配水ࡿࡼ運用ࢆ実施࣏ࠊࡾ࠾࡚ࡋンࣉ場ࡢ更新ࢆ

⥅⥆的ࡀࡇࡿࡍྍḞ࡛ࠋࡍ 

東ᾏ࣏ンࣉ場2015ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 27 ᖺ度㸧ࡾࡼ再整備ࢆ進2019ࠊࡵ ᖺ度㸦ᖹ成 31 ᖺ

度㸧完成ࢆ目指࡚ࡋいࠋࡍࡲ 

ୖ㔝࣏ンࣉ場1№ࠊࡣ 配水池㸦3,000ｍ3㸧ࡀ非耐震施設࡛あࡀࡇࡿ懸念さࠊࡀࡍࡲࢀ

2009 ᖺ度㸦ᖹ成 21 ᖺ度㸧機械電気設備ࢆ更新ࠊࡋさࡣࡽ 2011 ᖺ度㸦ᖹ成 23 ᖺ度㸧

 ࠋࡍࡲい࡚ࡋ確保ࢆ給水体制ࡢ非常時ࠊ完成させࢆ新配水池㸦2,000ｍ3㸧

  

老朽管路ࡢ更新 強-2 

更新基準ࡢ設定 強-3 

施設ࡢ計⏬的整備 強-4 
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加木屋࣏ンࣉ場2011ࠊࡣ ᖺ度㸦ᖹ成 23 ᖺ度㸧࣏ンࣉ設備2015ࠊ ᖺ度㸦ᖹ成 27 ᖺ度㸧

ࡽ課㢟࡞用地的ࠊࡽࡀ࡞ࡋࡋࠋࡍࡲい࡚ࡋ実施ࢆ老朽対策ࠊࡋ更新ࢆ変電設備ཷ

昭和 40 ᖺ௦前半整備さࡓࢀ配水池㸦2,000ｍ3875ࠊｍ3×2㸧ࡢ耐震化ࡀ遅ࠊࡾ࠾࡚ࢀ

今後ࠊ近隣ᕷ⏫ࡢ広域連携ࡢ動向ࢆ踏ࡲえࠊ非常時ࡢ対策ࢆ計⏬࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ 

 施設整備計⏬ࡢ推進  
(3) 基幹管路ࡢ整備 

 

ᮏᕷ࡛ࠊࡣ管⥙࡚ࡋ配水必要࡞骨格ࢆ担う主要࡞管路ࢆ基幹管路࡚ࡋ定࡚ࡵい

基幹管ࠊࡵࡓࡿࡍ確保ࢆ配水ࡢい࡚᭱ప限࠾災害時ࠊࡣい࡚࠾整備ࡢ管路ࠋࡍࡲ

路ࡢ整備耐震化ࢆ積極的進࡚ࡵいࠋࡍࡲࡁ 

基幹管路ࡢ整備࠾い࡚࣏ࠊࡣンࣉ場周辺ࡢ大口ᚄ管路ࡢ更新ࡀ必要ࠊࡾ࡞直接的

ࡲࡁい࡚ࡋ⏬計ࢆ確保ࡢ௦᭰機能ࡿࡼ化ࢫࣃイࣂࠊࡽࡇࡿ困難࡛あࡀᕸ設᭰え࡞

㔜要給水施設ࠊࡣ場合ࡿࡍ㔜複い࡚㔜要給水施設配水管路࠾基幹管路ࠊࡓࡲࠋࡍ

配水管路ࡢ耐震化計⏬࡚ࡋ整備ࠋࡍࡲࡋ 

 基幹管路整備計⏬ࡢ推進  
 

           水管橋ࡢ整備 

  

基幹管路ࡢ整備 強-5 
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(4) 施設࣭管路ࡢ適正管理 

 

水㐨施設ྎ帳ࠊࡣ水㐨施設ࡢ適ษ࡞維持管理や更新ࢆ行うୖ࡛必要ྍḞ࡛あࠊࡾ災

害時ࡢ応援体制ࡢ資料࡚ࡋ活用ࡀࡇࡿࡍ期ᚅ࡛ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡁ近ᖺ࡛ࠊࡣ多様࡞用

途࡛ࡢ活用目的ࠊ電子࣮ࢹタ化ࡀࡇࡿࡍ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ 

今後ࠊ現ᅾ運用中࡛あࡿᕷࡢ総合的ࠕ࡞東ᾏᕷ地ᅗ情報 ࠊࡋ強化ࢆ連携ࡢ管路情報ࠖ

施設ᅗ面ࢆ含ࡓࡵ水㐨管理ࡢ࣒ࢸࢫࢩ構築ࢆ目指࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ 

 水㐨施設ྎ帳ࡢ整備 

 

(5) 危機管理体制ࡢ強化 

 

地震警戒宣言発௧時及び地ࠊࡣュアルࠖࢽ࣐行動ࡢ地震警戒宣言発௧時及び発生後ࠕ

震発生時ࡢ対応ࢆ行うࡢࡵࡓ対策ࢆ示ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡓࡋ 

東ᾏᕷ水㐨業地震防ࠕ࡚ࡋ応急給水対策ࡿࡅ࠾⏬東ᾏᕷ地震防災強化計ࠊࡓࡲ

災応急対策要⥘ࠖࢆ策定ࠊࡋ非常時ࡢ給水体制備え࡚いࠋࡍࡲ 

災害時ࡢソࢺࣇ対策ࢽ࣐ࡢࡽࢀࡇࠊ࡚ࡋュアルࢆ基ࠊ防災訓練ࢆ毎ᖺ実施ࡇࡿࡍ

見ࡢュアルࢽ࣐ࠊうࡼࡿࡁ対応࡛社会情勢ࡿࡍ日々変化ࠊࡋ把握ࢆ課㢟等ࡾࡼ

直ࢆࡋ実施࡚ࡋいࠋࡍࡲࡁ 

 ࠕ東ᾏᕷ水㐨業地震防災応急対策要⥘ࠖࡢ見直ࡋ 

 ࠕ地震警戒宣言発௧時及び発生後ࡢ行動ࢽ࣐ュアルࠖࡢ見直ࡋ 

  

防災訓練 給水作業 
  

水㐨施設ྎ帳ࡢ整備 強-6 

災害時行動ࢽ࣐ュアルࡢ見直ࡋ強-7 
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 水㐨ࠖࡄ࡞ࡘ経営࡛ᮍ来ࡓࡋᏳ定ࡋ強化ࢆ┙㈈政基ࠕ

(1) 経営基┙ࡢ強化 

 

ᮏᕷࡢ給水㔞ࠊࡣ人口増加比伸びᝎࠊࡾ࠾࡛ࢇ給水益ࡶ横ࡤい傾向ࢆ示࡚ࡋい

ࡓࡋᏳ定ࡾࡓわ将来ࠊࡽࡇࡿࡍ必要ࢆ更新費用ࡢ多㢠施設更新ࠊ今後ࠋࡍࡲ

水㐨経営ࢆ持⥆࡚ࡋいࠊࡣࡵࡓࡃ投資㈈源ࣂࡢランࢆࢫᅗࠊࡾ中長期ࡢ見通ࢆࡋ明

経営࡞持⥆ྍ能ࠊࡾࡼࡇࡿࡍ共有ࢆ職員間࡛意識ࠊࡋ策定ࢆ経営戦略ࡓࡋࡽ

 ࠋࡍࡲࡁい࡛ࢇ組ࡾྲྀ

 経営戦略ࡢ実行  
 

ᮏᕷ࡛ࠊࡣ経費削減ࡢ一環࡚ࡋ 1982 ᖺ度㸦昭和 57 ᖺ度㸧ࡾࡼ検針業務ࡢ一部2018ࠊ

ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧࣏ࡾࡼンࣉ場等維持管理業務ࢆ民間委託࡚ࡋいࠋࡍࡲ今後ࠊࡶ業

経費削ࡿ࡞ࡽさࠊࡋ検討ࢆᣑ充ࡢ委託範ᅖࡢ業務ࠊ࡚ࡋ方策ࡢ縮減ࢺࢫコ効率化ࡢ

減ࡾྲྀ組࡛ࢇいࠋࡍࡲࡁ 

 民間委託ࡢᣑ充検討  
(2) 組織人材育成 

 

ᮏᕷ࡛ྠࠊࡣ規模業体比較ࡋ技術職員率ࡀ少࡞い状況࡛あࠊࡾ今後ࡶ少人数࡛

業࡚ࡋ⥆⥅ࢆいࡃ必要ࡀあࠊࡽࡇࡿ国や愛知県ࡢ技術研修やࠊ近隣業体ࡢ合ྠ

研修会ࢆ࡞活用ࠊࡋ資質向ୖ人材育成ດࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ豊富࡞技術や知識ࢆ有ࡍ

 ࠋࡍࡲࡵ進ࢆ活用࡚ࡋ再任用職員ࢆ㏥職者ࡿ

組織2018ࠊࡣ࡚ࡋ ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ度㸧ୖୗ水㐨ࡢ経営部門ࢆ統合ࡓࡋ経営課ࢆ新

設ୖࠊࡋୗ水㐨業ࡢ一体化ࢆᅗࠊ࡛ࡇࡿさࡿ࡞ࡽ経営面ࡢ効率化ࡾࡼᕷ民ࡢ生活

 ࠋࡍࡲࡵດ保全ࡢ水環境ࡿわ

 職員研修ࡢ充実 

 再任用職員ࡢ活用

㸱. ࠕ持⥆ࠖ関ࡿࡍ実現方策 

経営戦略ࡢ実行 持-1 
民間委託ࡢᣑ充検討 持-2 
組織人材育成 持-3 
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(3) ᕷ民サ࣮ビࡢࢫ向ୖ 

 

ᮏᕷ࡛ࠊࡣ利便性ࡢ向ୖࡢ一環2006ࠊ࡚ࡋ ᖺ度㸦ᖹ成 18 ᖺ度㸧ࡾࡼ水㐨料金ࢆコン

ビࢽエンࢺࢫࢫア࡛ࡢ支払いྍࡀ能࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ今後ࡶᕷ民サ࣮ビࡢࢫ利便性ࡢ向

 ࠋࡍࡲࡵດୖ

 利便性ࡢ向ୖ  
 

広報活動ࠊࡣ࡚ࡋᕷ民ࡢ水㐨業対ࡿࡍ理解ࢆ深ࠊࡵᕷ民ࡾࡼࡶ良い水㐨

業ࢆ持⥆ࠕࠊࡵࡓࡿࡍ広報ういࠖやࢆࢪ࣮࣒࣮࣌࣍通ࠊ࡚ࡌ情報発信ࢆ積極的

行いࠋࡍࡲ 

広聴活࡞様ྠ調査ࠖࢺ࣮ࢣᕷ民アンࡿࡍ関東ᾏᕷ水㐨業ࠕࡓࡋ今回実施ࠊࡓࡲ

動ࡢ充実ࢆᅗࠊࡵࡓࡿᕷ民ࡢ声ࢆ水㐨業ࡢ運営映させࡾྲྀࡿ組ࢆࡳ進ࠋࡍࡲࡵ 

 広報࣭広聴活動ࡢ充実  
(4) 連携ࡢ推進 

 

近隣ᕷ⏫ࡢ水㐨業者ࡢ連携強化ࠕࠊࡣ࡚ࡋ県水㐨༡部ࣈロࢡࢵ協議会 㸦ࠖ愛知県

水㐨用水供給業ࡾࡼ浄水ࡢ供給࡚ࡅཷࢆいࡿ知多半島 5 ᕷ 5 ⏫ 1 企業団ࡽ成ࡿ水

㐨業者ࡢ団体㸧ࢆ通ࠊࡌ技術情報ࡢ共有や合ྠࡿࡼ防災訓練ࢆ࡞実施ࠋࡍࡲࡋ 

ࢆ協議ࡁ⥆ࡁ引ࠊࡶい࡚ࡘ検討ࡢ広域化ࡢ共ྠ利用等ࡢ効率化や施設ࡢ経営ࠊࡓࡲ

進࡚ࡵいࠋࡍࡲࡁ 

 近隣ᕷ⏫ࡢ連携強化  
 

地震等ࡢ自然災害時࠾い࡚ࠊࡣ水㐨課༢独࡛ࡢ対応ࡀ困難考えࠊࡽࡇࡿࢀࡽ

ᕷ内水㐨設備業者ࡢ協力体制ࢆ設ࠊࡅ応急給水や応急復旧ࡢ対応ࡘい࡚連携ࢆ強

化࡚ࡋいࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡁ物資調㐩ࡵࡓࡢ水㐨資材࣓࣮カ࣮ࡢ連携ࢆ強化ࠊࡋ迅㏿࡞復

旧対応ྍࡀ能ࡼࡿ࡞うດࠋࡍࡲࡵ 

 民間業者ࡢ連携  

利便性ࡢ向ୖ 持-4 
広報࣭広聴活動ࡢ充実 持-5 
近隣ᕷ⏫ࡢ連携強化 持-6 
民間業者ࡢ連携 持-7 
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第７章 経営方針  
水道事業ビࢪョンࡢ基本理念ࠕいࡢちࡢ水 市民ࡘくࡿ 未来ࡢ安心ࠖࠊࡶࡢ将
来わたࡾいࡶ࡛ࡇࡶ࡛ࡘ安心し࡚水道水を飲ࡿࡁ࡛ࡀࡇࡴ環境を構築すࡿたࠊࡵ

施設ࡢ老朽化・耐震化ᑐ策を推進しࠊ災害強い水道を目指し࡚いࡲࡁすࠋ 
経営ࡢ方針し࡚ࠊࡣ基本理念を実現すࡿたࡵ安定した給水収益ࡿࡼ財源確保ࡀ

不可欠ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞投資財源ࡢバランࢫを㔜視した事業経営取ࡾ組ࡲࡳすࠋ特ࠊ

施設ࡢ更新ࡣ多額ࡢ費用ࡀ必要࡛あࠊࡾ施設ࡢ長ᑑ命化ࡿࡼ費用ࡢ抑制や投資ࡢᖹ

準化ࠊࡾࡼ効果的ࡘ効率的事業を進࡚ࡵいࡲࡁすࠋ一方ࠊ財源࠾い࡚ࠊࡣ長期

的࡞視㔝ࡿࡅ࠾更新費用を確保すࡿ必要ࡶあࡲࡾすࠋ将来向ࠊࡅ健全࡞経営を維持

すࡿたࠊࡣࡵ安定した財政基盤を築く必要ࡀあࠊࡾ市民ࡢ理解ࡶࡢ料金体系ࡢ見直

しを含ࡵた給水収益ࡢ確保ࡀ必要ࡲࡾ࡞すࠋ 
以下ࠊ基本理念ࡢ実現向ࡅた経営ࡢ基本方針を示しࡲすࠋ 
・市民ࡢ理解ࠊࡶࡢ基本理念ࡢ実現向ࡅた事業ࡢ推進を図ࡿ 
・将来向ࡅ健全࡞事業経営を維持すࡿたࠊࡵ投資財源ࡢバランࢫを㔜視すࡿ 
・長期的࡞視㔝ࡿࡅ࠾更新費用を確保すࡿ   
水道事業ࡣ企業会計࡛あࠊࡾ給水収益࡚ࡗࡼ事業ࡀ賄わࡀࡇࡿࢀ基本ࡲࡾ࡞すࠋ

࡚ࢀࡽࡵ求ࡀࡇࡿ内部留保資金を蓄えࠊし࡚財源ࡢた建設改良費ࡅ向将来ࠊたࡲ

いࡲすࠋ経営ࡢ評価基準し࡚下記ࡢ項目を掲ࠊࡆ毎ᖺ決算時࠾い࡚評価すࡢࡶࡿ

しࡲすࠋ  
経営ࡢ評価基準ࡢ設定 

評 価 基 準 設 定 内 容 
ձ 損益黒字ࡢ確保 収益的収支ࡣ黒字を確保しࠊ利益を建設改良積立金積立࡚ますࠋ 
ղ 健全࡞事業経営 経常費用が経常収益よࡾ 100％賄わࡿࢀ状態を維持しますࠋ 

経常収支比率 100％以上 
計算式  
㸦営業収益+営業外収益㸧／㸦営業費用+営業外費用㸧×100 㸦単位；％㸧 

ճ 適正࡞料金収入
を確保 給水係ࡿ費用を給水収益࡛賄わࡿࢀ状態を維持しますࠋ 

料金回収率 100％以上 
計算式  
㸦供給単価／給水原価㸧×100 㸦単位；％㸧  

㸯. 経営ࡢ方針 
㸰. 経営ࡢ評価基準 
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第８章 経営戦略 

「経営戦略」とは、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営

の基本計画です。その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通

しを試算した計画（投資計画）と、財源の見通しを明らかにした計画を構成要素とし、投

資以外の経費も含めて収入と支出が均衡するよう調整した収支計画となります。経営戦略

では、過去3年の収入・支出における実績を精査し、更新費用における財源確保に向け、今

後10年間となる2019年度（平成31年度）～2028年度の「投資・財政計画」を検討します。  
 

(1) 投資計画の考え方 

投資計画としては、中長期的な視野に立ち、アセットマネジメントにより今後 40 年間

の更新需要の全体像を把握し、10年間における実現可能な整備計画を定めます。 

配水施設の規模としては、市街地整備の進捗により人口が増加する予測となっている

ことから、現在の施設規模を維持する方針とします。 

管路については、災害に強く未来の安心を確保するために、基幹管路を含めた重要給

水施設管路の整備と老朽管対策を進めます。また、代替管路の整備が完了した路線等に

ついては、給水量の変化に合わせて口径の見直しを検討します。  
(2) 投資計画の目標 

投資計画の考え方に基づき、「計画的な更新と耐震化による災害に強い水道」を目指し

ます。大規模災害においては、被災を最小限に抑え、ライフラインとして機能が保持で

きるように、重要給水施設配水管路の耐震適合率と基幹管路の耐震適合率の向上を目標

として掲げます。 

※耐震適合率…総延長の内、耐震適合性のある管路の延長の割合 

 

  

１. 投資計画 
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投資計画の目標指標 

 
評価基準 目標値 

（2028 年） 
設定内容 

① 
重要給水施設配水管路

耐震適合率 
90％ 

災害時にも配水を確保できるよう、重要給水施

設配水管路の耐震適合率を上げる。 

※2016 年（平成 28 年）現状；48％ 

② 基幹管路耐震適合率 75％ 
基幹管路の耐震適合率向上。 

※2016 年（平成 28 年）現状；59％  
(3) アセットマネジメント 

投資計画においては、給水収益が右肩上がりに増加し、十分な資金が確保されている

場合には、耐用年数通りに更新していくことを基本としますが、給水収益が伸び悩んで

いることから、アセットマネジメントを実践することで、現有資産を適切に評価し、今

後の更新需要の把握と重要度・優先度を踏まえた投資の平準化を検討します。 

 

①法定耐用年数で更新した場合の更新需要（40年間） 

水道事業では、地方公営企業法により有形固定資産の耐用年数として、構造物 50～60

年、電気機械設備 15 年、管路 40 年と法定耐用年数を定められています。法定耐用年数

で更新した場合の今後 40 年間における更新需要を以下に示します。 

 

法定耐用年数で更新した場合の更新需要（構造物及び設備） 
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法定耐用年数で更新した場合の更新需要（管路） 

  
水道施設を法定耐用年数で更新する場合は、施設（構造物及び設備）は 5 年ごとに 3

～8 億円、管路は 5年ごとに 38～76 億円となり、40 年間の総額は 500 億円と試算されま

す。特に、1990 年代に多くの管路を整備していることから、これらの管路が更新時期を

迎える 2032～2041 年に更新のピークを迎え、多額の費用を必要とします。  
②更新基準の設定 

現状に応じて「法定耐用年数に代わる更新基準」を新たに設定することで、40 年間の

更新サイクルが延び、更新費用を抑制することが可能となります。 

施設（構造物及び設備）においては、定期的なミクロマネジメント（施設の点検・診

断）の実施により、更新基準を法定耐用年数の 1.2 倍とします。管路については、埋設

状況や管種によって、法定耐用年数の 40年を超えても使用可能なことが多く見られるこ

とから、漏水の状況や管路の状態を考慮した上で、更新基準を法定耐用年数の 1.5 倍の

60 年とします。  
法定耐用年数と更新基準 

工種 法定耐用年数 更新基準 

建築 50 年 60 年 

土木 60 年 72 年 

電気 15 年 18 年 

機械 15 年 18 年 

計装 15 年 18 年 

管路 40 年 60 年 

※更新基準 施設（管路以外） ＝法定耐用年数の 1.2 倍 

管路 ＝法定耐用年数の 1.5 倍  
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今後 40 年間における「新たな更新基準」で更新した場合の施設（構造物及び設備）と

管路の更新需要を示します。  
更新基準（法定耐用年数の 1.2 倍）で更新した場合の更新需要（構造物及び設備） 

  
更新基準（法定耐用年数の 1.5 倍）で更新した場合の更新需要（管路） 

 

 

「新たな更新基準」で水道施設を更新する場合は、施設（構造物及び設備）は 5 年ご

とに 2.4～6.7 億円、管路は 5 年ごとに 3～76 億円となり、40 年間の総額は 280 億円と試

算されます。管路の更新需要は、徐々に増加し 2052 年以降に集中しています。 

今後 40 年間における更新需要は、新たな更新基準を設定して更新した場合 280 億円と

なり、法定耐用年数で更新した場合の 500 億円と比較し、220 億円の軽減効果となります。 
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40ᖺ間㸦2019～2058ᖺ㸧ࡢ更新需要比較  㸦千㸧  法定耐用ᖺ数࡛更新 更新基準࡛更新 
構造物及び設備 4,125,973 3,048,540 
管路 45,899,642 24,953,972 
合計 50,025,615 28,002,512 
単ᖺ度当たࡾ金額 1,250,640 700,063 
※参考 2012～2016ᖺ度㸦ᖹ成 24～28ᖺ度㸧ᖹ均工事費 923,813千  
ճ更新需要ࡢᖹ準化 
新࡞ࡓ更新基準࡛更新ࡓࡋ場合ࠊ更新需要ࡣ前半少࡞く 40ᖺ間ࡢ後半集中ࠊࡋ単

ᖺ度当ࡾࡓ 10 億ࢆ超え࡚いࠊࡽࡇࡿ事業ࢆᖹ準化ࡿࡍ必要ࡀあࠊ࡚ࡗࡼࠋࡍࡲࡾ
投資計⏬ࠊࡣ࡚ࡋ更新費用ࡢ総㢠࡛あࡿ 280億ࢆ 40ᖺ間࡛ᖹ準化ࠊࡋ単ᖺ度当ࡾࡓ
工事費ࡢ 7億ࡿࡍ施設更新計⏬ࢆ策定ࠋࡍࡲࡋࡢࡶࡿࡍ  
更新基準࡛更新ࡋた場合ࡢ更新需要㸦期間 40ᖺ㸧     
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(4) 10 年間の事業計画 

計画期間における今後 10 年間に取り組むべき整備計画を精査し、管路整備における事

業費を 67億円と算出します。施設の整備については、近年整備を実施してきていること

から、本計画期間中に施設の整備計画の予定はありませんが、新たな更新基準に合わせ

計画期間後に整備を進めていきます。 

 

・重要給水施設管路耐震化事業 

重要給水施設へ配水する管路の耐震化整備 …28 億円 

（上野配水区４か所、東海配水区 13 か所、加木屋配水区 4 か所）  
・基幹管路整備事業 

優先的に整備が必要な基幹管路の耐震化整備 …2 億円 

（東海配水区 2路線、加木屋配水区 2 路線）  
・老朽管布設替更新事業（路線整備） 

基幹管路以外の耐用年数超過管路で漏水等のおそれがあるもの …12 億円 

（上野配水区４路線、東海配水区 9 路線、加木屋配水区 19路線）  
・老朽管布設替更新事業（地区面整備） 

φ150 以下の配水支管を対象に地区面整備として耐震化対策を実施 …10 億円  
・下水道関連支障移転事業 

公共下水道事業整備における支障移転に合わせ、耐震化整備を実施 …15 億円  
事業計画 2019 年度（平成 31年度）～2028 年度                

事業名称 整備延長（ｍ） 概算事業費（千円） 

重要給水施設管路耐震化事業 総延長 11,784 総事業費 2,834,403 

基幹管路整備事業 総延長 1,504 総事業費 191,681 

老朽管布設替更新事業 路線整備 総延長 1,696 総事業費 1,158,065 

 地区面整備   計画予算 1,000,000 

下水道関連支障移転事業   計画予算 1,500,000 

総事業費（10 年間）  6,684,149 
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年度別事業費の内訳 

   
（千円） 

事業名称 

年度別内訳 

2019 

(H31) 
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

重要給水施設管路耐震化事業 82,463 167,993 136,285 350,774 210,919 324,519 452,277 334,349 303,871 470,953 

基幹管路整備事業 0 79,241 48,300 32,070 32,070 0 0 0 0 0 

老朽管布設替更新事業 

（路線整備） 
0 24,045 126,312 109,931 163,146 128,727 90,890 236,685 171,085 107,244 

老朽管布設替更新事業 

（地区面整備） 
100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 

下水道関連支障移転事業 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 75,000 75,000 75,000 75,000 

計（年度別） 382,463 571,279 610,897 792,775 706,135 753,246 718,167 746,034 649,956 753,197    
82,463 
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(5) 投資以外の経費の考え方 

施設や管路の投資以外に必要となる主な経費については、以下の考え方で試算します。 

 

経費の考え方 

項目 考え方 指標 

人件費 
職員数は、現状維持 

但し外部委託により人件費を削減 
前年度人件費×昇給率（0.8％） 

動力費 直近 3年間の単位水量当たり平均額 
単位水量当たり動力費 

（H26～28 年平均値）×給水量 

修繕費 直近 3年間の単位水量当たり平均額 
単位水量当たり修繕費 

（H26～28 年平均値）×給水量 

受水費 
基本水量費、使用水量費は 2016（H28）

年の金額 

基本水量費（基礎水量費；10,800 円、

その他；15,360 円） 

使用水量費単価；26 円 

委託料 
2018 年度（平成 30 年度）よりポンプ場

等維持管理包括委託費を計上 
2018 年度（平成 30 年度）予算値 

※消費税は、2019 年 10 月からの増税を見込み、10％で計算  
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(1) 財源の考え方 

財源の見通しは、投資計画に基づき建設改良費などの支出を賄うための財源を試算し

ます。  
①収益的収入 

収益的収入の項目は、給水収益、長期前受金戻入及び加入負担金などのその他収益が

あります。収益的収入の考え方としては、給水収益は将来人口推計と水需要予測に基づ

き試算します。また長期前受金戻入は、過去に建設改良費の財源として受け取った補助

金を、対象となる施設や管路の減価償却に合わせて収益化します。  
財源の考え方（収益的収入） 

項目 考え方 指標 

給水収益 

給水量は水需要の予測により算出 

供給単価は 2014～2016（H26～H28）年平均値

により計算 

有収水量×供給単価

（142.85 円） 

長期前受金戻入 

建設改良費の財源として受け取った補助金

を、対象となる施設と管路の減価償却に合わ

せて収益化 

計算により算出 

その他収益 加入負担金、雑収益など 
2018 年度（平成 30 年度）

予算値  
②資本的収入 

資本的収入の項目は、国や県からの補助金、下水道事業等に伴う工事負担金の他、借

入金となる企業債があります。資本的収入の考え方としては、補助金はメニューにより

補助割合は異なりますが、活用できる補助金を見込みます。また工事負担金は、他会計

事業の整備計画をヒアリングして工事負担金を計上し、企業債は、原則として借入しな

い計画としますが、財政状況に応じ一時的に活用します。  
財源の考え方（資本的収入） 

項目 考え方 指標 

国・県補助金 活用できる補助金を見込む 補助メニューを活用 

工事負担金 

下水道事業及び消火栓設置事業などの他事

業による整備等で発生する建設改良工事に

必要な費用 

各事業の計画による 

企業債 財政状況に応じ活用 － 

２. 財源の見通し 
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(2) 財源の目標 

今後の投資計画を安定して実施するためには、予備力を確保しておくことが重要であ

ることから、単年度の工事費程度である 7 億円を目標に利益剰余金を建設改良積立金に

積立てます。 

また、安全な経営計画の指標として、給水収益に対する企業債残高の割合を抑えるこ

とが必要となります。計画期間初期の資金不足に対応するため、2019 年度（平成 31年度）

に企業債を借入する予定としていますが、目標年度の 2028 年度には給水収益に対する企

業債残高の割合を 12％に減少させることを目標とします。  
財源の目標指標 

 評価基準 目標値（2028 年） 設定内容 

① 建設改良積立金 7 億円以上 
建設改良積立金を単年度の工事費程度 

確保する。 

② 
給水収益に対する 

企業債残高の割合 
12％ 

企業債残高の負担が経営に及ぼす影響を 

現在より減らす。 

※2016 年（平成 28 年）現状；40％   
 

(1) 収益的収支 

整備計画期間における収益的収支は、給水人口の増加に伴い給水量が伸びる予測とし

ていることから、給水収益は毎年約 18～19 億円となる計画となります。また、収入の合

計としては、2014 年度（平成 26 年度）より長期前受金戻入を計上していることから、約

23 億円を計上する見込みとなります。 

一方、支出としては、営業費用として人件費や受水費の増加分を見込み約 19 億円で推

移するものとし、さらに営業外費用等を含めた支出合計としては、20 億円以下に抑える

ことが可能となり、毎年約 3 億円の利益を計上する計画となります。   

３. 収支バランスの見通し 
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(2) 資本的収支 

本市では、2014 年度（平成 26 年度）より東海ポンプ場の再整備を進めていることから、

多額の費用が必要となり、資本的収支の不足額が 10 億円程度に増加しています。今後、

2019 年度（平成 31 年度）以降の整備計画としては、アセットマネジメントを基にした管

路更新による建設改良費として、毎年 7 億円程度の工事費を予定しており、資本的収支

の不足額は、4億円から 7 億円に減少する計画となります。 
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(3) 企業債残高 

企業債残高は、2019 年度（平成 31 年度）に企業債の借入を予定しているため一時的に

７億円に増加しますが、2019 年度（平成 31 年度）に東海ポンプ場再整備事業を完了する

ことにより、建設改良積立金や過年度損益勘定留保資金による補てん財源の確保が可能

となることから、2020 年度以降新たな企業債の借入予定はなく、2028 年度には 2 億円ま

で減少する計画とします。 

 

 

(4) 資金残高 

資本的収支の不足額を補てんする財源としては、過去の減価償却費と資産減耗費の蓄

積である過年度損益勘定留保資金を充当することを基本としてきたことから、近年の上

野ポンプ場と加木屋ポンプ場の電気機械設備の更新や、東海ポンプ場の配水池耐震化、

PC 配水池の再整備などによる多額な投資を要因として、留保資金の減少を招いており、

2018 年度（平成 30 年度）の資金残高は 9 億円まで減少します。 

2020 年度以降は、施設の更新など大型事業がないため、次期整備計画の財源として建

設改良積立金を７億円まで積み立てることが可能となります。また、資金残高は順調に

増加し、2028 年度には 25 億円まで回復する計画となり、収支ギャップの発生はないもの

と考えます。 
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厚生労働省が示した「新水道ビジョン」では、「安全」「強靭」「持続」の観点から、そ

の理想像の具現化を図るための方策を推進することが求められており、その推進要素と

して「連携」と「挑戦」を掲げています。東海市水道事業ビジョンにおいても、今後の

検討課題に取り組むため、「連携」と「挑戦」について整理します。 

(1) 連携～維持管理時代に向けた取組み～ 

経営戦略における安定した企業経営の基本としては、収支バランスが安定し、各種整

備事業の推進をすることが求められています。また、水道事業は、給水収益により事業

を賄うことが基本とされており、安定した給水収益の確保、言い換えるならば、市民の

皆様に無駄なく水を使用していただくことで、企業経営が成り立つことを目指さなけれ

ばなりません。 

よって、水道事業を健全に持続させるためには、市民の皆様に整備事業に対する考え

方や、経営に対する考え方を十分理解していただきながら、「連携」を密にすることが求

められていると考えます。そのためには、料金支払いに対する利便性や窓口業務におけ

る市民サービスの向上を図るとともに、水質に対する安全性の確保やおいしい水への取

組みを強化することが重要と考え、基本理念を「いのちの水 市民とつくる 未来の安

心」としています。 

一方、災害時の備えとして施設整備の強化はもとより、水道用水供給事業者や近隣市

町との「連携」によるソフト面での対策も重要な要素の一つとして考えます。応急給水

支援体制の確立やボランティアの受け入れ体制についても周辺地域との連携も踏まえ、

常時から備えを図ることが必要と考えます。 

さらに、人口減少の局面を迎えるにあたり、持続可能な水道事業を経営するためには、

給水量の減少による資金面での対策や、人材不足、技術の継承にも備えた対策を講じる

必要があり、施設の活用も踏まえた広域での「連携」も視野に、今後の事業を推進する

必要があります。  
  

４. 今後の検討課題 
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(2) 挑戦～新たな発想で取り組むべき方策～ 

近年の水道事業は、都市の発展とともに拡張整備を繰り返し、給水収益の増加を前提

に施設整備を始めとした事業に取り組んできました。しかしながら、上水道の普及率も

99％を超え、今後は過去の資産を維持していくことが求められており、新たな発想にお

いて事業収益を確保することも必要となります。 

日本の水道は、「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活

環境の改善とに寄与することを目的とする」とされており、世界でも安全で安価な水道

料金を維持してきました。しかしながら、将来の水道事業を健全に持続させるためには、

時代に応じた料金体系を考えることが重要視されており、従来の給水原価（人件費、動

力費、受水費等の費用）と供給単価（給水収益を給水量で割った単価）のバランス維持

ではなく、次世代に向けた更新費用である資産維持費を踏まえた「総括原価」により水

道料金を算定する考え方が日本水道協会により示されています。今後中長期的視野に立

ち、適正な水道料金体系の在り方を検討し、議論する必要があると考えます。 

 

総括原価と料金体系への配分 

 

参考；「水道料金改定業務の手引き」公益財団法人日本水道協会 

『営業費用』 『資本費用』

原価の分解

需要家費 固定費 変動費

・量水器関係費や検針
徴収費等「水道の使用
量と䛿関係なく、需要家
（使用者）の存在により
発生」する費用
・固定的なものであり、
「準備料金」へ配分

・施設維持管理費、減価
償却費、支払利息等「水
道の使用量と䛿関係な
く、水道需要の存在に伴
い固定的に発生」する
費用
・給水量等をもとに「準
備料金」「水量料金」
へ配分

・薬品費、動力費等、「水
道の実使用（給水量の
増減）に伴い発生」する
費用
・水道の使用量に対して
増減するものであること
から、「水量料金」へ
配分

原価の配分

(料金体系への配分)

原価の配賦

基本料金 従量料金

総括原価

+人件費等維持管理費
減価償却費

支払利息
資産維持費

（使用水量と䛿関係なく水道事業が
給水準備のために必要な原価）

（各水道使用者の使用水量に
対応して必要とされる原価）

準備料金 水量料金

※固定費全額を準備料金に配分するという考え方もある

が、定額部分が著しく高くなることから、相当部分を水量料金

に配分
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第９章 フォローアップ計画 

具体的施策や事業計画を推進していく過程では、事業環境の変化に対応していくために、

目標の達成度を評価し、進捗管理することが必要です。 

進捗管理では、PDCA サイクルを用いて事業計画の策定、計画の実施、計画の評価、評価

に基づき計画の見直しを実行していきます。特に、水道事業経営に大きく影響する水道収

益や投資計画の進捗状況については、進捗管理を確実に実施し、継続的に計画の見直しを

図り、基本理念の実現に努めます。 

 

 

 
「東海市水道事業ビジョン」 PDCA サイクル 

 

 

 

 


